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クラウド技術を活用したリモート監視に関する研究開発

－CNNを用いた工業部品の欠陥画像分類－ 

渡辺 博己 浅井 博次 生駒 晃大 棚橋 英樹

A Study on Remote Monitoring by Using Cloud-Based Technologies 

- Defect Classification of Industrial Parts Using Convolutional Neural Networks -

Hiroki WATANABE   Hirotsugu ASAI   Akihiro IKOMA   Hideki TANAHASHI 

あらまし 本研究では，既存の外観検査装置の欠陥分類機能を高度化するため，検査装置で取得した欠陥画

像を，畳み込みニューラルネットワーク（CNN）により欠陥種別に分類するシステムを試作した．システムに

実装する学習モデルについては，既存モデルをベースに改良し，学習方法を検討することにより，新たな学習

モデルを構築した．また，検査装置で取得した欠陥画像について，学習済みモデルの分類精度を検証する実験

を行い，欠陥画像の分類が可能であることを確認した．

キーワード 深層学習，畳み込みニューラルネットワーク（CNN），工業部品，欠陥画像，画像分類

１．はじめに

検査工程においては，目視検査の負担を軽減するために

画像検査装置（以下，検査装置）の導入が進められている．

検査作業において，人は検査対象物を目で見て，脳で検査

するため，欠陥の認識能力が高く，汎化能力も高い．しか

し，人は長時間同じ作業を繰り返すことが困難であるとと

もに，個人により検査能力にバラツキがある．これに対し

従来の検査装置は，カメラで画像を取得し，コンピュータ

で画像処理により設定されたパラメータに基づいて欠陥

を検出・分析する．そのため，ただ単調に指示された作業

をひたすら繰り返すことが得意であり，同一性能の別の装

置があれば，同一の検査能力を実現することが容易である．

しかし，事前に人から与えられた設定以外の作業は困難で

あるため，人に比べて認識能力や汎化能力が劣り，未だに

目視作業に頼らざるを得ない検査対象物が数多く存在す

る．

一方，深層学習に代表されるAI技術は，これまでの検査

業務を劇的に革新することが期待されている．特に，畳み

込みニューラルネットワーク[1]（以下，CNN）に代表され

る機械学習手法は年々進展し，今や人を超える認識性能を

持つとまで言われている[2, 3]．しかし，工業部品の不良率は

一般的に低く，欠陥画像を収集することは容易ではない．

そのため，深層学習を用いた検査技術においては，欠陥画

像データを学習し，欠陥種別を予測するCNNではなく，良

品画像データを学習し，良品データとの乖離を検出する

AutoEncoder[4]を利用するケースが多い． 

こうした中，自動車部品の検査を請け負う岐阜県内の中

小企業から，ある検査対象物について，従来使用している

検査装置では検出・分析機能に問題があり，人による目視

検査作業の負担が大きいため，AI技術により装置を改善し

たいとの要望があった．そこで，本研究では，企業には比

較的多くの欠陥品が集まり，検査装置により欠陥画像の収

集が容易であることから，AI技術では一般的に行われてい

ない欠陥種別の特定について取り組むこととし，検査装置

の認識性能向上を目的として，CNNを用いた欠陥画像分類

技術を開発することにした．本稿では，開発する画像分類

技術について試作システムの構成を述べるとともに，CNN
による欠陥画像分類について実験を行ったので，その結果

について報告する．

２．欠陥画像分類システムの試作

２．１ 既存画像検査装置の概要

検査装置における検査対象は円筒部品であり，検査では，

部品を回転させた状態で，回転機構と同期の取れたライン

スキャンカメラにより部品全周の画像を取得する．この時，

1つの対象物を4回転させ，各回転において異なる方向から

照明光を照射し，欠陥画像を取得する．

取得した画像については，欠陥の有無を分析し，欠陥が

あれば，欠陥部分が画像中心となるよう256×256の解像度

で，特定のフォルダにビットマップ形式の画像ファイルと

して保存する．欠陥の種別によっては，全ての照明光によ

り検出される欠陥もあれば，そうでない欠陥もある．また，
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欠陥の分布・大きさによっては，複数の画像で同一の欠陥

が記録されることもある．そのため，欠陥の状態により取

得される画像数が異なり，1つの検査対象物について複数

の欠陥画像ファイルがフォルダに蓄積される． 
図1に検査装置で取得した欠陥12種類，正常3種類の画像

例を示す．なお，検査装置においては，欠陥画像のみが保

存され，異物や汚れの付着した画像以外の正常画像につい

ては保存されない仕様となっている．そのため，正常画像

を取得する際には，検査装置の欠陥判定しきい値を調整す

ることにより取得した． 
２．２ 試作システムの構成 
欠陥画像分類技術の導入における企業側の条件として

は，検査装置の機能はそのまま残し，試作システムを後付

けすることであった．そのため，欠陥画像ファイルが保存

されるフォルダを共有化し，検査装置と試作システムをネ

ットワーク接続する構成とすることで，CNNによる欠陥画

像分類が可能なシステムを試作した． 
図2に構築した試作システムの概要を示す．システムは，

対象フォルダを絶えず監視し，検査装置により画像ファイ

ルが保存され，フォルダのファイル数が増加した時に，直

ちに増加分のファイル名を取得する．次に，取得したファ

イル名の画像ファイルからデータを取得し，CNNにより構

築した学習モデルに基づいて，欠陥画像の種別を推定する．

推定結果については，ディスプレイ上に画像データ，ファ

イル名とともに欠陥種別を表示する．なお，対象フォルダ

については，クラウドストレージ上のフォルダであっても

監視可能であり，クラウドサービスとして画像分類機能を

提供することも可能である．現状では，画像毎に欠陥種別

を出力しているが，最終的には，各対象物から取得した複

数枚の画像を用いて予測結果を統合し，対象物毎に欠陥種

別に分類する機能を，今後，システムに実装する予定であ

る． 
 

３．欠陥画像分類モデルの構築 

３．１ 分類モデルの検討 
CNN の 代 表的 な モ デ ルに は AlexNet[5] や VGG[6] ，

GoogLeNet[7,8]，ResNet[9]等があるが，本研究では，単純な構

造であるため，改良が容易なVGGの16層モデルをベースと

して，分類モデルを検討した． 
中小企業がCNNを利用するにあたっては，PCの導入コス

トを低減するために，学習や分類に係る処理において，認

識性能を確保しつつ，計算コストを抑えたモデル構成であ

ることが望ましい．そのため，分類モデルの構成では，ま

ず，VGGの全結合層へのベクトル生成時に使われるFlatten
をGlobal Average Pooling[10]（以下，GAP）に変更したモデ

ルを構成し，モデルの軽量化を図った．また，本研究で分

類する欠陥種別は15であり，大規模なデータを取り扱うこ

とはないことから，全結合層を出力層の1層とするモデル

を構成した．さらに，畳み込み層が3回連続するブロックに

ついては，1層目のフィルタサイズを1×1にし，2層目と3層
目の出力を重ねる形で統合するモデル（以下，基本モデル）

を構成した．表1に，VGGをベースとした各モデルの構成

を示す．なお，GAPについては，全結合層でのパラメータ

数や過学習を解消するとされており，全結合層をGAPに置

き換えた場合においても認識性能が高まることが報告さ

れている[10]． 
次に，基本モデルのGAPの直前のPooling層までを並列に

配置し，得られた2つのベクトルを統合した後，1×1の畳み

込み層を経てGAPに入力するモデル（以下，双入力モデル）

を構成した．2.1節で述べたとおり，欠陥部分は概ね画像中

心となるよう取得され，その大きさは種別により異なる．

そのため，画像全体と中心付近との2つの画像データを入

力データとすることで，大域的な特徴と局所的な特徴が得

 
図1 欠陥種別毎の画像例 

岐阜県情報技術研究所研究報告 第20号

－2－



られることを想定している．表2に双入力モデルの構成を

示す．なお，入力データには，元の画像サイズを128×128
にリサイズしたグレースケール画像を使用するとともに，

中心付近の画像については，元の画像から128×128のサイ

ズで中心部分を切り取った画像を使用する．また，2つの入

力データを使用することによりパラメータ数が増加する

ことから，各畳み込み層のチャネル数を半数とすることで，

処理コストを軽減することにした． 
３．２ 実験と結果 
実験で使用する欠陥種別毎の画像データ数を表3に示す．

学習フェーズでは，学習データとして各種別240枚，学習時

の評価データとして60枚を，これらの画像データからラン

ダムにサンプリングし，学習を繰り返すエポック数を500
に設定してモデルの学習を行った．なお，評価データの正

解率が200エポックの間に更新されない場合は，学習フェ

ーズを終了するよう設定し，バッチサイズは60とした．予

測フェーズでは，モデルの性能を評価するために，表3に示

す全ての画像データを用いて，欠陥12クラス，正常3クラス

の計15クラスに分類した． 
まず，基本モデルの認識性能を評価する実験では，表1に

示す各モデルについて，学習・予測フェーズを繰り返す実

験を10回試行し，各クラスの適合率，及び再現率の平均値

を算出した．実験に使用したモデルのパラメータ数，学習

が収束した平均エポック数，学習に要した1エポックあた

りの平均処理時間，及び分類結果から算出した平均適合率，

再現率を表4に示す．なお，各試行における各モデルへの入

力データは全て同一であり，実験で使用したPCの主な仕様

は，CPUがCore i7 6700K，メモリが64GB，GPUがGeForce 
GTX 1080 Ti×2である．結果より，パラメータ数が少ない

にも関わらず，基本モデルが最も高い認識性能を持つこと

が示された．また，パラメータ数を削減することにより，

学習に要する処理時間も短縮することができた． 
次に，双入力モデルの認識性能を評価するために，基本

モデルの各畳み込み層のチャネル数を半減したモデルを

単入力モデルとし，画像全体を入力データとするモデルを

 
図2 試作システムの概要図 

 

表1 VGGをベースとした各モデルの構成 

 

表2 双入力モデルの構成 
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単入力（大域）モデル，中心付近を入力データとするモデ

ルを単入力（局所）モデルとして，各モデルの認識性能を

評価する実験を行った．実験結果を表5に示す．なお，実験

に関する諸条件については，先に述べた実験と同一である． 
結果より，単入力（大域）モデルにおける平均適合率，

再現率が，基本モデルを上回っていることから，チャネル

数の半減は，認識性能の向上に効果があったと判断できる．

しかし，双入力モデルの平均適合率，再現率は単入力（大

域）モデルを下回る結果となった．この原因としては，各

単入力モデルの特徴が相殺され，調和的に学習が行われて

いることが予想される．表6に各単入力モデルにおける欠

陥種別毎の平均再現率を示すが，欠陥種別により値の大小

が交差していることから，大域的，及び局所的な画像デー

タから欠陥種別を推定する方法は有効であると考えられ

る．そこで，学習方法を見直すことで，再度，双入力モデ

ルの認識性能を評価することにした． 
 

４．モデルの学習方法の検討 

４．１ 学習方法の検討 
双入力モデルについては，学習フェーズにおいて，効果

的な学習が行われていないことが考えられる．そのため，

2つの異なる方法で学習することにより，モデルの認識性

能を比較する実験を行った． 
1つ目の学習方法としては，先に学習した2つの単入力モ

デルの学習済みパラメータを利用する方法で，転移学習と

呼ばれる方法を用いる．手順としては，先ず，単入力（大

域）モデル，単入力（局所）モデルを順に学習する．次に，

各単入力モデルのGAPまでのパラメータを双入力モデル

に転移する．最後に，各単入力モデルから転移したパラメ

ータは更新せず，2つのネットワークを結合した層以降の

みを学習する． 
2つ目の方法は，GoogLeNetのように複数の出力を評価す

る方法で，双入力モデルについて，画像全体，及び中心付

近を処理する各ネットワークに単入力モデルと同様に，

GAP，出力層を加え，3つの出力誤差を同時に最小化する．

つまり，1つの出力については，双入力モデルによる出力誤

差を最小化し，残りの2つの出力については，各単入力モデ

ルの出力誤差をそれぞれ最小化するよう学習する．なお，

3つの出力からそれぞれ分類結果が得られるが，各単入力

モデルの分類結果については評価しない． 
４．２ 実験と結果 
実験においては，3.2節の実験と同様に，前節の学習方法

により双入力モデルの学習を行った．また，本実験におい

ても，学習・予測フェーズを10回繰り返し，各クラスにお

ける適合率，及び再現率の平均値を算出した．実験結果を

表7に示す．なお，表中，従来の学習方法を通常学習，パラ

メータを転移する方法を転移学習，複数の出力誤差を同時

に最小化する方法をマルチ学習として記述する． 
結果より，通常学習よりも転移学習，マルチ学習による

方法が平均適合率，再現率が高くなり，マルチ学習による

方法が最も高くなった．マルチ学習については，既に

GoogLeNetにより実証されている方法であるが，マルチ学

習は転移学習と同様に，各単入力モデルの特徴を踏まえた

状態で学習していると考えられる．そのため，複数の入力

データを用いる場合は，個々のネットワークの出力誤差を

評価可能なモデルを構成することが有効であると考えら

れる．なお，転移学習については，パラメータ数が少ない

表3 欠陥種別毎のデータ数 

 

 

表4 基本モデルの評価実験の結果 

 

表5 双入力モデルの評価実験の結果 

 
 

表6 単入力モデルにおける平均再現率 
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ため平均学習時間は短いが，事前に2つの単入力モデルを

学習する必要があることから，全体の学習時間は他の学習

方法と比較すると倍以上となる． 
 

５．欠陥画像分類モデルの検証 

最も認識性能が高くなったマルチ学習による双入力モ

デルについて，画像サイズ，バッチサイズを変更した場合

の認識性能を検証した．画像サイズ，バッチサイズは，GPU
が実装するメモリ容量の影響を大きく受けるため，これら

の値を変更した場合の認識性能への影響を把握すること

は，深層学習に関する技術をシステムに実装する上で重要

である． 
画像サイズについては，大域画像のリサイズ後の画像サ

イズと局所画像の切り出しサイズを同一とし，64～192ピ
クセルまで32ピクセルずつ変更して，3.2節の実験と同一条

件のもと，学習・予測フェーズを10回繰り返し，平均認識

率を求める実験を行った．結果を図3に示す．なお，2つの

入力データを用いる効果を検証するために，単入力（大域）

モデルについても平均認識率を求め，これらの推移を比較

した．その結果，160×160までは徐々に認識精度が高くな

っていくが，それ以降は横ばいとなる傾向にあることが分

かった．また，画像サイズが小さくなるほど2つの入力デー

タを用いる効果が高くなることも確認できた． 
次に，大域・局所画像のサイズを128×128，及び160×160

として，バッチサイズを30～300まで30ずつ変更し，3.2節
の実験と同一条件のもと，学習・予測フェーズを各画像サ

イズについて10回繰り返し，平均認識率の推移を比較した．

結果を図4に示す．バッチサイズの違いによる認識性能へ

の影響は，画像サイズを変更することよりも小さいが，学

習データ数に対して剰余が発生するバッチサイズを設定

した時は，認識性能が低下する傾向にあることが明らかと

なった． 
これらの実験より得られた結果から，表8に，画像サイズ

を160×160，バッチサイズを300とした時の，欠陥種別に対

する平均適合率，再現率を示す．また，欠陥種別を欠陥と

正常の2クラスとした場合の平均適合率，再現率も示す．種

別間で認識精度にバラ付きはあるものの，全体の平均適合

率，再現率は，91.62%，93.05%であった．正常・欠陥クラ

スの場合は，正常クラスの適合率が若干低いが，全体の平

均適合率，再現率は，96.13%，97.84%と高い認識性能が得

られた．得られた結果については，試作システムで学習済

みモデルを利用する際には，1つの対象物に対して複数の

画像から分類結果を判定するよう実装することから，多数

決等による誤分類キャンセル処理等が行えるため，十分な

結果であると考えている．なお，分類モデルについては，

試作システムでの検証を進めながら，ネットワーク構成も

表7 学習方法の評価実験の結果 

 

 
図3 画像サイズによる認識性能の評価 

 

 
図4 バッチサイズによる認識性能の評価 

 

表8 欠陥種別毎の分類結果 
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含めて検討することにしているため，今後も認識性能が高

くなるよう改良を図る予定である．

６．まとめ

本研究では，従来の検査装置の認識性能の向上を図るた

めに，CNNを用いた画像分類システムを試作した．また，

システムに実装する学習済みモデルを構築するために，

VGGをベースとした双入力モデルを構成するとともに，学

習方法の違いによるモデルの認識性能について検証実験

を行った．

試作したシステムでは，検査装置とネットワーク経由で

接続することにより，検査装置の欠陥抽出画像が保存され

るフォルダをリアルタイムに監視し，CNNによる画像分類

処理を行うことで，検査対象物の欠陥種別を推定すること

が可能となった．また，構築した学習モデルについては，

正常・欠陥の2クラスに分類する検証実験において，平均適

合率として正常・欠陥の順に92.80%，99.46%，平均再現率

として97.08%，98.61%の認識性能が得られた． 
今後は，更に認識性能を向上させるとともに，汎化能力

を高めるために，欠陥画像の収集を継続し，画像分類技術

の検討を進める．また，既存の検査装置と同時に，試作シ

ステムを稼働させた検査業務を実施し，システムの検証実

験を行なうとともに，システムの運用上の課題を抽出し，

システムの改良を図る予定である．
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交流電圧波形の非接触計測による電力算出の検討(第２報)

横山 哲也

Study on AC Power Calculation by Non-Contact Measurement (2nd Report) 

Tetsuya YOKOYAMA 

 あらまし 加工機の電力の見える化は，加工機の動力を把握できることから，負荷変化などの異常を検出する

ことができる．そのため，センサを内蔵していない加工機においては，設備の改修を必要とせず容易に取り付け

が可能なセンサを用いて，見える化を実現することは重要である．本研究では容易に電力を算出するにあたり，

非接触で交流電圧波形の位相の推定を試みた．

キーワード 電力算出，見える化，非接触計測

１．はじめに

加工機の電力を測定することで，加工機の動力を推定す

ることができる．動力の変化は加工負荷の変化と関係する

ため，加工機の異常検出や予防保全を行うには電力の監視

は重要である． 

古い加工機には，センサが内蔵されてないため，後付け

でセンサを取り付けることになる．電力を計測する際は，

電圧と電流を計測する必要がある．電流はクランプセンサ

を用いれば非接触で計測でき，かつ取り付けが容易であ

る．しかし電圧は計測部位を端子や電線の芯線に接触させ

て計測しなければならず，場合によっては感電や短絡によ

る回路破壊が発生するおそれがある．そのため，非接触で

電圧を計測する計測装置が用意されているが，加工機毎に

備え付けて使用するには費用が問題となる．  

上記問題を解決するため，前報告では電線の被覆に箔を

巻き，非接触で電圧波形を計測し，電力の算出を試みた[1]．

しかし計測回路の入力抵抗が大きく，ノイズの影響で電力

値に誤差が含まれていた．本報では入力抵抗を小さくし推

定方法を見直すことで，商用電源の交流電圧波形の位相を

推定できるか検討した．

２．交流電圧波形の位相の推定方法

非接触での計測方法として，電線の被覆に箔を巻き，芯

線と箔間に生じる静電容量(コンデンサ)を利用して電圧

波形を計測する方法[2]がある．その手法を参考に，以下の

方法で交流電圧波形の位相を推測する． 

図1に示すように電線の電圧線，中性線の被覆に箔を巻

き，その間を抵抗で接続する．この配線の等価回路は，図

2に示すコンデンサC1C2と抵抗Rのハイパスフィルタの構

成となる．このときの抵抗の両端電圧の位相は，商用電源

電圧に対して進み位相となり(図3)，位相差θdは式(1)で表

図1 電線被覆への箔の巻き付けと抵抗の配線 

図2 等価回路 

図3 商用電源波形と抵抗の電圧波形 
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すことができる．

θ𝑑𝑑 = tan−1 � 1
𝜔𝜔𝜔𝜔𝜔𝜔

� (1) 

式中のωは角周波数で，Cは以下のとおりである． 

C =
𝐶𝐶1𝐶𝐶2
𝐶𝐶1+𝐶𝐶2

本研究では式(1)の抵抗Rを小さくすることで，抵抗電圧

の位相は90度進んでいると仮定する．計測した波形に対し

て90度の遅れ位相の波形を生成すれば，商用電源電圧の位

相に近似できる．これより交流電圧波形を模擬することが

でき，クランプセンサによる電流波形との積により，有効

電力を算出することができる．ただし，本手法は位相を推

定するだけで電圧の大きさは求めることはできないため，

模擬した波形の実効値は商用電源電圧の実効値と仮定す

ることとする．

以上のことから，商用電源の交流電圧波形を推測するに

は，抵抗電圧の計測波形に対して位相が90度遅れた波形を

生成する必要がある．ただし，抵抗電圧の振幅は小さくノ

イズが混入しているため，ここでは三角関数の直交性を利

用して，以下の手順で波形を生成する．

・計測した抵抗電圧波形の時系列データAと，正弦波

(商用電源周波数)の1周期の時系列データBとで内積

をとる．このとき，図4のようにデータBの位相をずら

しながら内積を求め，内積値0となるデータBを求め

ることで，データAと直交する位相差90度の正弦波を

特定する．

・上記操作で求まる正弦波の候補として，位相差180度
の波形2つが該当する．このため，2つの波形をともに

90度ずらして時系列データAと内積をとり，内積値の

正負で位相遅れ90度の正弦波を特定する．

・特定した正弦波の値が0で，傾きが正のときの位相角

をθ0とし，θ0を基準に正弦波を生成する．

上記手順により，商用電源に対応した波形を生成すること

ができる．

３．推定結果

本手法の検証を行うため，推定した交流電圧波形と商用

電源の電圧波形のずれ時間を計測した．

2章で記述した処理内容をマイコンで実装し，箔間の抵

抗値は3.3KΩとした．ただし，抵抗の両端電圧が小さいた

め，計装アンプを設けて波形を増幅し，マイコンのAD入力

に与えた．位相角θ0はマイコンのタイマー機能を用いて，

一定時間間隔で推定した．また，位相角θ0の推定精度をあ

げるため，過去に求めた位相角θ0の時系列データから回帰

式を計算し，位相角θ0を求め直した．  
推定した波形と商用電源の波形とのゼロクロス（交流電

圧波形が0Vと交差するタイミング）のずれ時間の分布を図

5に示す．このときのずれ時間の平均値は109μsecで，角度

にすると2.35度であった．また，ずれ時間の分布はひと山

型となっており，標準偏差は17.5μsecであった．ずれ時間

が生じる理由は，商用電源電圧の高調波による波形のひず

みが抵抗電圧の波形にも計測され，その結果，内積計算か

ら求まる位相角θ0に誤差が生じたと考えられる．  

４．まとめ

 本報では，センサを内蔵してない加工機において容易に

電力を算出できる手法を構築するため，非接触で交流電圧

波形の位相を推定する方法を検討した．本手法では電線に

箔を巻き，抵抗を接続したシンプルな構成で，抵抗の両端

電圧を計測することで交流電圧波形の位相を推定できる

ことがわかった．また，推定結果を検証したところ，推定

した波形と商用電源電圧の波形には，2.35度の位相角のず

れがあった．

 今後の課題として，推定結果の精度向上や安定性の評価

が挙げられる．
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図5 本手法と商用電源電圧波形とのずれ時間 

岐阜県情報技術研究所研究報告 第20号

－8－



（技術ノート） 

オープンソースソフトウェアを活用した工作機械の状態可視化について

（第２報） 
 

成瀬 哲哉   横山 哲也 

 

Data Visualization of Machine State with Open Source Software(2nd Report) 
 

Tetsuya NARUSE   Tetsuya YOKOYAMA 
 

 あらまし 工作機械の稼働状態の可視化は，工場内における機器異常の検出や稼働状態の見直しによるコス

ト削減等，有益な手段と考えられている．当研究所では，機器設備の改修が不要で簡易にデータを収集・蓄積

する計測システムの開発を実施している[1] [2]．また，昨年度より，工作機械の稼働状態の可視化システムをオ

ープンソースソフトウェアで構築し，製造現場への導入を試みている[3]．本報では，OSSを活用し，開発済み

の計測システムのデータベースに収集したデータを可視化し，製造現場への導入を試みたので報告する． 
キーワード IoT，データ可視化，オープンソースソフトウェア(OSS) 

 

１．はじめに 

工作機械の稼働状態収集システム・可視化システムの

導入は，工場内における機器異常の検出や稼働状態の見

直しによるコスト削減等，有益な手段と考えられている．   

しかし，これらのシステムの導入には，既存機器の改

修や新規導入を伴うことから初期コストが大きく，県内

中小企業への導入が進んでいないのが現状である． 

当研究所では，これら県内中小企業の課題を克服する

ため，機器設備の改修が不要な稼働状態計測システムの

開発を実施してきた．しかし，これらのシステムの運用

においては，利用者に高度なプログラミング知識を必要

としており，技術移転において課題となっている． 

そこで，これらの課題を解決すべく,昨年度よりオープ

ンソースソフトウェア(以下OSS)を活用した工作機械の

稼働状態データの可視化を試みている．昨年度は計測シ

ステムから出力されたCSVファイルを読み込み，稼働状態

を可視化することはできたが，リアルタイムでの可視化

を実現できないでいた. 

本研究では，計測システムのデータベースにアクセス

することで，工作機械の稼働状態をリアルタイムで可視

化することと製造現場への導入を試みたので報告する． 

  

２．計測システムの概要 

 本研究で用いた計測システムの概要を図1に示す． 
計測システムは，センサノード，ゲートウェイ，スト

レージ，アプリケーションで構成される．電流センサに

は工作機械の商用電源への取り付けが容易となるようク

ランプセンサを用いている．計測システムのアプリケー

ションではストレージに蓄積されたデータを取得し，デ

ータ表示・分析，CSVファイル出力を行っている． 

 
 

３．稼働状態データの可視化 

３．１ オープンソースソフトウェア(OSS)の活用 
本研究では，データの可視化にOSSを活用した． 
データストア及び検索エンジンとしてElasticsearch， 

Elasticsearchにデータを集約するパイプラインとして

Logstach，Elasticsearch内のデータを可視化するツールと

してKibanaを用いている［4］． 
３．２ 工作機械の状態データの可視化 

 昨年度報告では，図2に示すように，計測システムのア

プリケーションが出力した稼働状態データ(CSV形式)を，

LogstashからElasticsearchに転送することで，データの可

視化を実現していた．しかし，この手法では，稼働状態

を可視化するためには開発したアプリケーションが必須

であること，また，計測データをリアルタイムで表示で

きないなど，製造現場での運用の難しさといった課題を

解決できないでいた． 

そこで，図3に示すように，データベースから直接デー

工作機械

センサ
ノード

計測データを
無線で送信

ゲートウェイ

データベース

アプリケーション

データ蓄積

データ分析
データ表示

 

図1 計測システム 
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タを取得できるようシステム構成を変更した．この変更

により，既存の計測システムに変更を加えることなく，

データを取得することが出来，また，計測データのリア

ルタイムでの可視化を実現することが可能となった． 

 

 
 
３．３ 製造現場への導入 
 本研究で用いた計測システムは，県内企業の製造現場

において，10数台の工作機械にセンサノードを取り付け，

稼働状態を監視する実証実験が行われている．センサノ

ードで計測された電流データはゲートウェイを介してデ

ータベース(PostgreSQL)に蓄積されている．このデータ

ベースにネットワークを介してLogstashで接続し，

Elasticsearchにデータ転送を行い，kibanaにより10数台の

工作機械の電流データ・稼働状況等をリアルタイムで可

視化した．図4に計測データの可視化例を示す． 
 

 

３．４ 今後の展開 
県内中小企業においては，生産現場の高度化の過程に

おいて，工程管理や稼働状況管理など多種多様の異なっ

たシステムが導入されているのが現状である．それら複

数のシステムを更新・統合するためには，多額の費用が

掛かることから，システム全体の更新・統合に踏み切れ

ない企業も多いと考える． 

今回使用したOSSを活用した可視化システムであれば，

データベースが複数存在する場合でも，図5に示すように

Logstash経由でElasticsearchにデータを統合すること

が出来，工程や稼働状況の一元的な管理が可能となると

考えられる． 

 
 

４．まとめ 

 本研究では，計測システムを用いて収集した工作機械

の稼働データを，オープンソースソフトウェア(OSS)を活

用し可視化を試みた． 
本研究で構成した可視化システムは，計測システムの

データベースに直接接続することで，現在運用されてい

るシステムに変更を加えることなく製造現場に導入し，

可視化を実現することが出来た． 
また，工程管理や稼働状況管理などのデータベースが

複数存在する場合でも， Logstash経由でElasticsearch

にデータを統合することが出来ることから，工程や稼働

状況の一元的な管理に有用であると考えられる． 

今後は，計測システム・可視化システムの製造現場へ

の導入に加え，生産現場のデータ統合など，技術移転・

技術支援を進めていく． 
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図5 各種データベースの統合例 

 

図4 計測データの可視化例 

アプリケーション

データファイル

Logstash

Elasticsearch

Kibana

ブラウザ

データ取得

データ転送

データ可視化

計測システム データ可視化システム

ユーザー

データベース
計測データ

工作機械

 

図3 データ可視化の構成図(変更後) 
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図2 データ可視化の構成図(変更前) 
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インサート成形の生産性向上のための高機能金型に関する研究（第5報） 

－試作金型による連続試験－ 

 

山田 俊郎   坂東 直行   浅井 博次 

成瀬 哲哉   生駒 晃大   多田 憲生* 
 

A study on a smart mold for insert injection molding (5th Report) 

- Continuous Test of Smart Mold System - 
 

Toshio YAMADA  Naoyuki BANDO  Hirotsugu ASAI 
Tetsuya NARUSE  Akihiro IKOMA   Norio TADA* 

 
 あらまし プラスチック射出成形の高品質化・効率化を達成する技術として，スマート金型の開発を進めてい

る．スマート金型は，金型にセンサを組み込み，成形時の型内状態を監視・記録するとともに，成形の良否を判

断する機能を搭載した金型である．本年度の研究開発では，スマート金型の機能を拡張する型開きセンサとガス

ベントセンサを試験型に取付け，成形試験をとおして提案センサの有効性を検証した．さらに，量産を想定した

連続成形試験をおこない，3,000ショットを超える成形のデータ収集・分析を実施した． 
 キーワード スマート金型，インサート成形，渦電流式センサ 

 

１．はじめに 

 製造業の現場では，製造過程で得られる各種データを

分析して，生産の効率化や製品の設計に活かす取り組み

が注目されている．NC加工機等の制御装置が組み込まれ

た工作機械では，すでに機械制御で使われているデータ

を取り出すだけであるため，データ収集や分析にコスト

はかかるものの，技術的には容易に実現が可能である．

しかし，金型や手動の加工機など，制御装置を持たない

生産設備のデータ収集は困難であり，特に金型では収集

する物理量の多様さや使用環境の過酷さから，技術的な

困難を伴う． 
一方で，金型による部品加工は年々高度化しており，

特にプラスチック射出成型の分野では，自動車産業にお

ける金属部品の置き換えや，電子産業における部品の微

細化など，製品製造に求められる技術が高まっている．

高度な樹脂部品の製造には，安定した射出成形が必要で

あるが，成形機の条件は制御できても，樹脂材料の不均

一性や環境温度などの外的要因によって，成形の状態を

一定させることは困難である．そのため，成形中の金型

内の状態を監視し，突発的な不良品の発見および，適切

な成形条件へのフィードバックが求められている． 
このような背景のもと，プラスチック射出成形の生産

立ち上げの効率化や成形不良の発見を目的に，成形中の

金型内の圧力や温度を監視するスマート金型の開発を進

めている[1]-[5]．昨年までの研究において，金型に搭載し

て圧力・温度・振動を記録する小型測定モジュールを開

発し，そのデータ解析からスマート金型の有用性を示す

ことができた．さらに，検出する物理量の項目を増やす

ため，渦電流式センサを利用した型開きセンサ，および

微細熱電対を利用したガスベントセンサを提案し，基礎

的な検証をおこなった． 
本年度は，提案したセンサを試験型に実装してスマー

ト金型の機能を拡張し，提案技術の有効性を検証した．

さらに，量産を想定した連続成形試験を行い，3,000ショ

ットを超える成形のデータを収集し，その分析をおこな

った． 

２．試験型の製作と新規センサの検証 

２．１ 量産試験型 

 射出成型機を連続運転して大量の実稼働データを収集

するため，実製品に近い形状の試験用の金型を製作した．

成形品の形状は図1(a)に示す結束バンド形状とし，左側

のロック部分と右側のベルト部分の中間にゲートを配置

した．センサ類は可動側の金型に取り付けられており，

型内圧力センサ2点（ゲート直近およびベルト部分の流動

途中），型表面温度センサ3点（スプルー近傍のランナー

およびロック部分・ベルト部分の流動末端）を設置した．

ゲート直近に設置した圧力センサは，キャビティへの樹
 * 株式会社 岐阜多田精機 
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脂の充填開始直後から充填完了までの圧力変化を連続的

に測定することを目的としている。温度センサは，温度

変化によって樹脂の到達を検出することができるため，

充填開始を検出するためにスプルー近傍と，充填完了を

検出するために充填末端に取り付けた。 
さらに，ガスベント溝に極細熱電対を利用したガスベ

ントセンサを設置し，キャビティ横には渦電流式変位セ

ンサを利用した型開きセンサを設置した．ガスベントセ

ンサと型開きセンサは前年度の研究で構造を提案し，基

本性能を確認したものである． 
 また，圧力センサBより末端寄りのベルト部分に，キャ

ビティの体積を変化させるための可動ピン（Φ3.0，突き

出し量0.3㎜，体積2.1mm3）を配置して，キャビティ状態

を故意に変化させることができるようにした．このピン

は固定側の金型に取り付けられており，ピンの出し入れ

によって，ベルト部分の製品の厚さ（1.25mm）に対して

24%厚さが変化し，全体積（1266 mm3）に対して0.017%

体積が変化する． 

２．２ 型開きセンサの検証 

従来のスマート金型システムで取得できる，圧力，温

度と時間同期して型開き量を取得するため，スマート金

型システムに型開きセンサ用が接続できるよう拡張をお

こなった．渦電流式変位センサは，金属の接近によるセ

ンサのインピーダンス変化を利用しているため，インピ

ーダンスを計測してデジタル値に変換するデバイス

（Texas Instruments LDC1614）を用いた入力回路を設計

し，スマート金型システムに組み込んだ．ただし，この

デバイスを用いたインピーダンス測定は条件によって数

msの時間がかかるため，型開きセンサのサンプリング間

隔は，温度・圧力センサのサンプリング間隔（通常1ms）
に対して10倍のサンプリング間隔（通常10ms）に設定し

た．なお，型開きセンサは，製品のロック部分のキャビ

ティの外側に配置した（図1(b)ではセンテックセンサと

表記）． 
ポリプロピレン(PP)を材料とした成形を行った際の型

内圧力（圧力センサA）および型開きセンサの出力を図

2(c)に示す．型開きセンサは設置状態によってインピー

ダンスが変わるため，型開き量を長さの単位（μm）で

求めるためにはキャリブレーションが必要となる．しか

し，今回センサを設置した金型内では，実寸を測ること

ができないため，デバイスの出力値をそのまま用い，グ

ラフでは無単位としている． 
PPの一般的な成形条件で成形したサンプルの部分拡

大写真を図2(a)に示す．通常の成形条件では，成形品の

状態が良く，図2(c)のグラフから金型内の圧力が増加し

ても型開きセンサの出力に変化が現れていないことがわ

かる． 
通常の成形の条件では型開きセンサに変化がなかった

ため，型締力のみ1,500kNから500kNに落として成形をお

温度Ａ

圧力Ｂ圧力Ａ

温度Ｄ

温度Ｃ
温度Ｂ

 
(a) 製品形状とセンサ配置 

 

 
(b) 可動側キャビティ部分の金型図面 

図１ 量産試験金型 
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(c) 型締力1,500kN時の圧力および型開きセンサの出力 
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(d) 型締力500kN時の圧力および型開きセンサの出力 

図２ 型開きセンサの比較検証 
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こなった．この条件では図2(b)に示すように製品にバリ

が発生し，図2(d)に示すように，型内の圧力増加に対し

て開きセンサが変化を示している．製品のバリは射出圧

によって金型が開くことで発生するため，提案の型開き

センサで金型の型開きが検出できていることが検証でき

た． 

２．３ ガスベントセンサの検証 

ガスベントセンサは，空気の流れによる温度変化を極

細熱電対で検出するものであり，前年度の研究報告書で

仕組みを提案し，その構造を報告した．電気的な構造が

スマート金型システムの温度センサと同じであるため，

システムの温度センサのポートに接続して使用できる．

試験金型では，ベルト部分の先にガス抜けを良くするた

めの浅い溝（ベント溝）が設けられており，ベント溝の

キャビティ寄り中央にセンサ表面がベント溝の底と同一

面となるようにガスベントセンサを設置した． 
ポリプロピレン(PP)を材料とした成形実験において，

成形機の射出速度（シリンダの移動速度）を変えて成形

を行い，樹脂の充填工程（温度センサの立ち上がり付近）

に注目してガスベントセンサの変化の有無を確認した．

図3(a)は射出速度が20mm/sと比較的遅成形であり，ガス

ベントセンサに変化は現れていないが，高速な80mm/s
の際には小さいながら変化が現れている（図3(b)）．この

ことから，キャビティ内の空気がベント溝をある程度の

速度で流れるとガスベントセンサが反応することが確認

できた．しかし，ベント溝を流れる空気の流速は射出速

のみでなく，キャビティ形状やベント溝以外からのガス

の抜け状況，型や樹脂の温度などが複雑に関係するため，

センサが反応する流速を一概に示すことは困難である． 
また，センサの端面に極細の熱電対が露出する構造で

あることから，金型面をクリーニングする際に，熱電対

を切断することがあり，実運用上では破損しやすいこと

が問題となった．ガスベント検出の方法としては有効で

あると考えられることから，今後センサ構造の改良が必

要である． 

３．量産試験によるデータ収集 

３．１ 量産試験 

試験型による量産試験では，材料にグラスファイバー

30%入りのナイロン樹脂（PA66-GF30）を使用し，2日間に

 
(a) ベルト部分末端の外観 
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(b) ガス焼け不良発生時の測定波形例 
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(c) 正常成型時の測定波形例 
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(d)不良時のガスベント波形 (e)正常時のガスベント波形 

図4 成形不良の検出例 
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(a) 射出速 20mm/s 
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図3 ガスベントセンサの反応 
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わたって約3,200本の成形をおこなった．成形品には番号

シールを張り付け，測定データと現品の対応付けを行っ

た．なお，成形は昼間のみとし，2日間の連続稼働ではな

い． 

３．２ 成形不良の検出 

2日にかけて行った成形実験では，1日目の成形におい

てベルト部分末端に多くのガス焼け不良が発生した（図

4(a)）．正常成型の測定波形（図4(c)）と不良時の測定波

形（図4(b)）を比較すると，ほとんどのセンサが同じ変

化傾向を示すものの，ベルト部分の充填末端に取り付け

た温度センサCのピーク値に差異が見られた．不良発生時

は温度の上昇が見られ，そのピーク値は樹脂の供給口で

あるランナー部分のピーク値よりも高い値を示している．

このことから，供給される樹脂の温度よりも末端部分の

樹脂温度が高くなり，樹脂が熱分解していることが示唆

される．また，ガスベントセンサの反応は，正常成型時

には変化があり（図4(e)），不良成形時には変化が現れて

いない(図4(d)）．このことから，不良成形時はキャブテ

ィ内のガスの抜けが悪いことがわかる． 

温度センサCおよびガスベントセンサの変化から，不良

成形時はガスベント溝に詰まりが発生してガス抜けが悪

くなり，樹脂の射出によってキャビティ内の空気が圧縮

されて高温になり，樹脂を加熱分解して焼けが発生した

ことが推定された． 

３．２ 特徴量の時系列変化の検証 
 先に報告した研究において，ショットごとの射出成型

データの比較に利用できる特徴量を提案しており，今回

もショットごとの特徴量の変化を検証した．成形が安定

していたことから，各特徴量に大きな変化は見られなか

ったが，唯一1日目の成形の温度センサCのピーク値に大

きなばらつきが見られた．図5にショットごとの各センサ

（圧力A,B，温度A,B,C）のピーク値の変化を示す．2日
目の成形では温度センサCのピーク値も安定している

（途中2か所の落ち込みはチョコ停による）が，1日目は

大きくばらついている．この時の成形は前節で示したガ

ス焼けが頻発している． 
ガス焼けの原因としては，材料の乾燥不足が考えられ

た．実験に先立って材料を1晩乾燥させたが，古い材料で

あったため乾燥が不十分でガスの発生が多くなり，ベン

ト溝を詰まらせ，ひいてはガス焼けになったものと考え

られる．2日目の成形試験では，さらに1晩乾燥させたた

め，ガスの発生が抑えられたものと考えられる． 
なお，ピンによるキャビティの体積変化では，測定デ

ータに変化が認められなかった． 

４．まとめ 

 スマート金型に型開きセンサ，ガスベントセンサの計

測機能を追加し，試験型による有効性の検証をおこなっ

た．型開きセンサでは製品のバリが検出でき，ガスベン

トセンサではガス抜けの状態が検出できることが確認で

きた．しかし，ガスベントセンサには耐久性の面で課題

があることが判明した． 
また，連続成形試験からは，開発システムの連続稼働

が確認できたとともに，材料状態の不良が原因と考えら

れる成形の不良が検出できた． 

 今年度は小型の試験金型による検証ができたが，今後

はスマート金型の効果がより顕著に表れると考えられる

大型の金型による検証をおこなう予定である．また，計

測データの分析に関しても，特徴量比較のみでなく，AI

の活用を進めていく予定である． 
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インサート成形の生産性向上のための高機能金型に関する研究（第６報）

－射出成形品の変形シミュレーション－ 

坂東 直行 山田 俊郎 生駒 晃大 

A study on a smart mold for insert injection molding (6th Report) 

-Deformation Simulation of Injection Molded Articles-

Naoyuki BANDO Toshio YAMADA   Akihiro IKOMA 

 あらまし プラスチックで成形されることの多いシェル形状を想定し，単純形状を取り上げて反りの現れ方

を分析した．その中で，ピュア材と複合材では，異なる反り変形モードになる場合があり，金型を共用しがた

い場合があることが分かった．ここで採り上げた形状は単純なものであるが，それゆえに何が要因となり，ど

のような変形が生じるのかの対応付けが容易である．よって，本報は反り問題の解を効率的に見つける際に役

立つと期待される．  

キーワード 射出成形，反り，複合材

１．はじめに 

 プラスチック部品の射出成形における課題のひとつに

成形品の反りがある．樹脂を型に流し入れるときの温度

と，型内冷却して固める時の温度の差によって生じる材

料収縮が原因であるため，根本的に避けがたく，対処と

しては予め収縮を見越した形で金型をつくる方法が採ら

れている．金型メーカは経験に基づいた設計ガイドライ

ンを有しているが，成形品の複雑化，精緻化，高機能化

要求が高まるなか，公差要求も厳しくなっており金型の

改修を繰り返しているのが現状である． 

反り問題の有効な解決策を講じるためには，従来の画

一的なガイドラインに従うのみでなく，形状に応じた個

別具体的な解決策も盛り込んでいく必要がある．そうし

たニーズにはシミュレーションが有効である．シミュレ

ーションのメリットの一つに，トライ＆エラーを繰り返

すことで要求仕様を満たす解を探索できることが挙げら

れるが，シミュレーションを行うには相応のモデル作成

の手間と計算時間が必要であるため，シミュレーション

にかけるコストに上限を設けたうえでケースを限って行

うことが多い．そうした場合，よりよい解にたどり着く

には反りの軽減に効果のある要因に対する目利きが必要

であるが，それを複雑になりがちな実成形品のシミュレ

ーション結果から養うのは難しい． 

そうした理由から本報は，反り軽減のための有効な解

決策を見つける手がかりになることを期待し，反りがど

のように生じるのかを単純な形状を採り上げシミュレー

ションによって分析し，状況ごとに整理するものである． 

２．解析モデル 

以下では，プラスチックで成形されることの多いシェ

ル形状を題材に，単純な形状をいくつか取り上げて反り

の特徴を見ていく．なお，射出位置は成形品の表裏を無

視し，流動距離を短くするうえで合理的と思われる個所

に１か所配置し，見えるところにある場合，円錐であら

わしている．また，わかりやすくするため，変形形状は

10倍に誇張して表現している．図において基準形状は半

透明で，反り形状は各形状の特徴を表す面もしくは角の

中央で基準形状と一致させたときの成形品の変位量を色

分布と共に表している．その他の解析条件を表1に示す． 

表1 解析条件 

項目 内容

ソフトウェア
Autodesk Moldflow

Insight Premium

要素タイプ MidPlane

板厚プロパティ
※1 4mm

メッシュサイズ 2mm

金型表面温度 成形品表面で一定※2

充填設定
流量一定を目安にソフトが

自動設定

保圧設定 充填圧力の80%で10秒

型内冷却 20秒

※1 リブを含む

※2 冷却解析を含む場合を除く
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３．ピュア材 

 ここでは，強化材を含まないピュア材として，PPを例

に反りの現れ方を見ていく． 

３．１ 平面形状 

 図1に，100mm×100mmの正方形の板材中心から射出

したときの反りを示す．単純板形状の場合，収縮は面内

方向に限られており，射出位置を中心とする同心円で変

位している．成形品が使用される際，作用する外力に抗

するため，板材の面外方向の強度補強のための高さ

10mmのリブを対向する縁２辺に設けたときの反りを図

2に示す．このときの変形は面内のみに留まらず面外方向

にも起こり，面中心では凹み，リブ設置線上ではうねり

が起こり，リブは内側に倒れる．中心の凹みを軽減する

ため，図3のように中心を通るようにリブを設けても，変

形抑制の効果は見られない．板の縁すべてにリブを設け

た場合（図4），リブの内倒れはある程度抑制できるが，

中心は凹み，リブは弓なりに変形する．さらに，中心で

交差するようにリブを設けた場合（図5），縁のリブがう

ねる．面の両側にリブを設けた場合（図6），片面時にみ

られた面外変形は抑制される． 

 

図4  

図3  

図5  

図6  

図1  

図2  
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３．２ 湾曲形状 

 板を，中心を通る直線周りに曲げた形状における反り

を図7に示す．このとき，リブがないにも拘わらず面外変

形し，角が反り上がる．補強のためリブを曲線に沿って

設けても，片面の場合は反り抑制の効果に乏しく，逆に

助長する（図8，図9）．両面の場合（図10）は，反りがわ

ずかながらも抑制される．面中心で交差するようにリブ

を設けた場合（図11）も，反りはわずかに抑制される．

なお，曲面の内側で同様のリブを設けることは，金型か 

らの成形品の取り出しを阻害するためできない． 

 

３．３ 屈曲形状 

 板を直角に曲げた形状の場合（図12），曲げ方向への内

倒れがみられる．対して，角にリブを設けた場合（図13），

平面部の内倒れは抑制されるが，リブが内側に倒れ，平

面をわずかにうねらせる．リブを平面全体に設けると変

形は大きくなり，リブ設置面によってうねり形状が変わ

る（図14，図15）．平面が平行に配置された形状の場合を

図16に示す．ここでは変形量を等倍で表している．この

とき端の平面は内倒れを起こす．対して，平行平面に直

交するように平面を追加した場合（図17），リブとは異な

り平面のうねりは抑制され，内倒れも軽減する． 

図11  

図10  

図7  

図8  

図9  

図12  

岐阜県情報技術研究所研究報告 第20号

－17－



 

３．４ 箱形状 

 箱形状の場合，開口端で内倒れがみられる（図18）．こ

れは射出成形時においては金型のコアを締め付ける力と

なって表れるので，成形品の取り出しを困難にする．よ

って，箱形状を成形する場合，抜き勾配の調整が不可欠

となる．なお，箱の底面は内側に向かう凸形状となる．

底面の凸変形を軽減するため，内部にリブを設けること

は効果が大きい（図19）が，角のみに設ける場合（図20）

と，平面部全体に設ける場合で差はあまり見られない．

箱の外側にリブを設けた場合（図21），底面の凸変形の抑

制効果は薄れる．内外両面にリブを設けても（図22），内

側のみの場合と比較して違いに乏しい．箱内部に，中心

で交差するように平面を付加した場合（図23），底面は外

側に凸変形し，全体的な変形量は減少する．箱を形成す

る平面ではなく，隅にリブを設けた場合（図24），変形抑

制の効果は薄れる． 

図14  

図13  

図15  

図17  

図16  
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図20  

図19  

図18  図21  

2  

図23  

図22  
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４．複合材 

 材料強度を向上させる強化材入り樹脂を材料に用いる

場合，ピュア材とは異なる反り特性が現れると考えられ

る．これは，強化材には配向方向の変形を抑制する効果

があるためである．そこで，炭素繊維を30%含むPPを例

に反りの現れ方を見ていく． 

４．１ 平面形状 

 ピュア材では，射出位置を中心に同心円状に分布して

いた変位が，角を頂点とする星形に分布を変える（図25）．

また，変位量も少なくなる．平面の中心から射出したと

き，同心円状に広がる流動先端は最初に板の縁の中央に

到達し，そこから角へと流れを変える．隣り合う縁でも

同様に流れるため，一つの角では縁にそって二方向から

樹脂が充填され，結果図26に示す繊維配向となる．強化

材は反りを抑制するばかりではなく，反りを増長するこ

ともある．板の縁すべてにリブを設けた場合（図27），変

形はピュア材のときよりも大きくなる．また，リブ上に

射出位置を設けた場合（図28），射出位置近傍の配向が他

のリブ内の配向と一致せず，射出位置近傍はくびれ，ピ

ュア材のときには見られなかった面外変形を誘発する． 
 

４．２ 湾曲形状 

 湾曲形状の場合は，変形のモードが変わり，中心がも

り上がり曲線の縁が下がり，直線の縁が内側へまがる双

曲放物面となる（図29）．これは，射出位置を縁に設け，

面内の繊維配向を変化させても（図30,31,32,33,34），同様

である．変形モードの変化は，リブを設けた場合（図35，

図36）も起こる．なお，変形量は総じて，ピュア材と比

較して，少なく抑えられている．ここから，成形品に湾

曲形状が含まれる場合反り変形のモードが変わるため，

ピュア材と複合材では異なる金型設計が求められる． 

 

図25  

図24  

図26  

図28  

図27  
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図30  

図31  

図32  

図29  

図34  

図33  

図35  

図36  
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４．３ 屈曲形状 

 屈曲形状においては，変形を大きく増長させてしまう

ことがある（図37）．リブを設けた場合（図38），屈曲線

の内反りが外反りになるなど，変形モードが変わること

がある． 

４．４ 箱形状 

 底面が外に凸変形するモードがなくなるほか（図39），

変形モードの目立った違いはない．なお，変形量は抑制

される． 

 

５．まとめ 

 本報では，シェル形状を想定し，反りの現れ方を見て

きた．その中で，ピュア材と複合材では，異なる反り変

形モードになる場合があり，金型を共用しがたい場合が

あることが分かった． 

 ここで採り上げた形状は単純なものであるが，それゆ

えに何が要因となり，どのような変形が生じるのかの対

応付けが容易である．本報が，反り問題の解を効率的に

見つける際に役立てば幸いである． 

図38  

図37  

図39  
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安全性を考慮した高齢者用電動ビークルの開発（第11報） 

－センサシステムの改良と溝検出システムの提案－ 

久冨 茂樹   藤井 勝敏   窪田 直樹 

Development of Sensors for a Safety Driving System of Electric Senior 

Vehicles (11th Report) 

- Improvement of Sensor Systems and Proposal of Groove Detection System -

Shigeki KUDOMI Katsutoshi FUJII Naoki KUBOTA 

 あらまし 高齢者の生活を支えるツールの一つである電動車いすに対して，事故の危険を検知する安全装

置を開発している．これまでに，障害物を検出する超音波フェーズドアレイソナー，車線逸脱を検出するイ

メージセンサ，車の接近を検出する音センサをそれぞれ開発してきた．本年度は，これら3つのセンサシス

テムの改良と，新たに，距離センサを使用して溝のように凹んだ段差を検出する手法を検討した．超音波フ

ェーズドアレイソナーでは，送受信分離型の構造とすることで，障害物に対して斜め方向から接近するとき

の角度が，従来よりも広い範囲で障害物検出が可能になった．イメージセンサでは，時系列断面画像から得

られる特徴点の位置を追跡し，その変化から危険度を判定する方法を試みた．電動ビークルに実装し動作確

認を行ったところ，路肩等との距離の変化に反応して警報が鳴ることを確認した．音センサでは，速度の切

り替え状態によって，車検出の閾値が変更するように改良した．交通量が少なく，静かな環境であれば，後

方からの車の接近を約90%の率で検出できることを確認した．また，溝のように凹んだ段差を検出する手法

を提案し、電動ビークル後進時の脱輪防止制御を行い基本動作の確認をした． 

キーワード 超音波フェーズドアレイソナー，イメージセンサ，音センサ，距離センサ，溝検出

１．はじめに 

 高齢者の生活を支えるツールとして電動車いすは広く

利用されつつあるが，認知機能低下による操作ミスが原

因で，障害物との衝突，歩行者や車との接触などの事故

が問題となっている．当研究所では，電動車いすを安全

に運転するため，障害物や危険箇所をセンサで検知し，

安全な走行を実現する安全装置を開発している．この安

全装置は，将来的に，共同研究先である県内企業で開発

された電動車いすへ，オプション装備として搭載するこ

とを目指している．なお，本研究では，開発する安全装

置付きの電動車いすを“電動ビークル”と記述する． 

 電動ビークルの安全装置としては，既報のとおり，超

音波フェーズドアレイソナー（以降，超音波PAソナーと

記述），イメージセンサ，音センサの3種類のセンサシス

テムを開発している[1]-[4]．本年度は，3つのセンサシステ

ムの改良と，新たに距離センサを使用して溝のように凹

んだ段差を検出して電動ビークルを制御するシステムを

検討したので報告する．  

２．超音波PAソナー 

２．１ 素子の取り付け位置，角度の検討 

 障害物検出の実験において，障害物の面に対して垂直

に電動ビークルが接近したときは障害物を検出できても，

障害物の面に対して斜め方向から接近したときは障害物

を検出できない課題があることがわかってきた．従来の

ソナーは図1に示すように送信素子のすぐ下側に受信素

子を取り付けた送受信一体型であった．今回は，送信素

子と受信素子とを分離することも含めて取り付け位置の

検討を行った．

図1 従来の超音波PAソナー 
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図2 実験台車と障害物の位置関係 

 

図3 送受信分離型超音波PAソナーの搭載 

 台車の支柱に送信素子と受信素子を取り付け，210mm

×130mm×60mmの段ボール箱を検出できるかの確認を

行った．既報で述べたように，二値振幅偏移変調された

Barker符号を送信し，送信信号と受信信号との相関処理

を行い，その大きさで障害物の有無を判定した[3]． 

はじめに，段ボール箱は台車の正面に正対するように

床に配置し，台車との距離は2mとした．送信素子は台車

の左右の支柱の中央になるように取り付け，送信素子の

向き，高さ，受信素子の位置，高さを表1に示すように，

16通りに変えて実験を行った．本実験では，実験系を簡

略化するため受信素子を1個のみ使用した．また，台車は

静止した状態で実験を行った．実験の結果，障害物の有

無を判定できた条件は，No2, No,4, No.9, No.10, No.13, 

No.15 の6条件であった． 

 

表1 素子の取り付け位置，角度 

（左端：中央より25cm左にある支柱に取り付け） 

 

 次に，障害物の有無を判定できた6条件について，検出

可能な障害物の角度を調べた．図2に示すように，障害物

が台車の正面に正対している状態から障害物を置く向き

を徐々に変えていき，検出できなくなる角度を求めた． 

 表2に実験結果を示す．受信素子を左右の中央に配置し

た条件の場合は，障害物が台車に正対している0度を中心

として正の方向と負の方向にそれぞれ約3度までしか検

出できなかった．一方，受信素子を左端に配置した条件

では，θが負の方向，すなわち障害物の面が受信素子と

は反対の方向に向いている時は全く検出できなかったが，

θが正の方向，すなわち障害物の面が受信素子の方向に

向いている時は11度まで検出可能で，受信素子を中央部

に配置した場合に比べ，約2倍の検出可能角度範囲を得ら

れた．本実験では受信素子を左側に1個配置しての実験で

あったが，右側にも同様に配置して，合計2個の受信素子

を使用すれば，障害物の面の傾きθが負の場合であって

も検出可能となり，検出可能角度範囲もさらに広がると

推測できる． 

表2 検出可能な障害物角度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．２ 送受信分離型超音波PAソナー 

 前節での実験で検出可能な障害物角度範囲が大きかっ

たNo.4とNo.15の違いは，送信素子，受信素子を設置する

高さの違いとそれに起因している送信素子の向きの違い

である．電動車いすへの設置のしやすさを考慮して，

No.15に近い条件でのセンサの搭載を行った．図3に送受

信分離型超音波PAソナーを搭載した電動ビークルを示

す．テーブルを利用して，左右の中央部に送信素子を，

床面から70cmの高さに，水平から20度下向きの角度で設

置した．受信素子は，床面から70cmの高さに，送信素子

の中心から左右にそれぞれ20cm離れた位置に1個ずつ設

置した． 

No. 
送信素子向

き 

送信素子

高さ 

受信素子

位置 

受信素子

高さ 

1 水平 30cm 中央 70cm 

2 水平 30cm 中央 30cm 

3 水平 30cm 左端 70cm 

4 水平 30cm 左端 30cm 

5 水平 70cm 中央 70cm 

6 水平 70cm 中央 30cm 

7 水平 70cm 左端 70cm 

8 水平 70cm 左端 30cm 

9 下向き20度 30cm 中央 70cm 

10 下向き20度 30cm 中央 30cm 

11 下向き20度 30cm 左端 70cm 

12 下向き20度 30cm 左端 30cm 

13 下向き20度 70cm 中央 70cm 

14 下向き20度 70cm 中央 30cm 

15 下向き20度 70cm 左端 70cm 

16 下向き20度 70cm 左端 30cm 

No. 検出可能な障害物角度 [deg] 

2 -3 ～ +3 

4 0 ～ 11 

9 -3 ～ 3 

10 -3 ～ 2 

13 -4 ～ 2 

15 0 ～ 11 
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(a) カメラ画像例            (b) 時系列断面画像 

図4 路面画像例とその時系列断面画像 

 

 

 

(a) 画素値グラフ        (b) 平滑化と山谷検出 

図5 時系列断面画像における特徴点検出 

 

 

 

(a) 山谷追跡結果           (b) 時間方向平滑化 

図6 特徴点追跡 

２．３ 障害物検出による電動ビークル制御 

 今回使用した電動ビークルは，CAN（Controller Area 

Network）通信によって，センサシステム側から電動ビー

クルを制御できる仕様になっている．超音波PAソナーで

障害物を検出したときに，電動ビークルを緊急停止する

「停止モード」と，電動ビークルを減速する「減速モー

ド」の2種類のプログラムを作成した．試作した電動ビー

クルを6人の評価者に屋内外で運転してもらい評価して

もらった．停止モード，減速モードともに，障害物があ

る場所では，十分に停止あるいは減速の制御ができてい

るとの評価結果であったが，同時に，評価者は障害物で

はないと認識している場所や障害物までまだ距離がある

と感じている状態で停止，減速の制御が働くことがある

との評価であった．また，停止モードであると，道路横

断中などのように逆に危険な場面も考えられるため，減

速モードをベースにするべきであるといった意見があっ

た．本システムの実用化にあたり，これらの評価結果を

反映した，障害物の検出距離，検出感度の調整機能や，

走行スピード，操作レバーの状態と連動した電動車いす

制御が必要となってくる． 

 

３．イメージセンサ 

既報[1],[2]の通り，車体前方に配置したカメラで撮影し

た画像の時間的変化から，脱線，脱輪などにつながる漫

然運転状態を検知し，事故が起こる前に運転者に警報音

で知らせることを目標としている．この状態検知アルゴ

リズムは，画像中で路面を捉える特定水平ラインに着目，

時系列で並べると，歩道等に沿って安全に走行している

状況ならば路肩や白線などの境界が一定の水平位置に留

まる性質に基づき，それが運転者の意図によらずに動き

続けていれば，脱輪の恐れがあると判定する．そこで本

章では，この境界などの路面特徴を時間的に追跡する方

法と，その追跡状況から運転状況を推察する方法につい

て検討した． 

３．１ 路面特徴の追跡方法 

電動ビークル前方に設置したカメラで走行中の路面を

撮影した．撮影した画像の1フレームを図4(a)に，撮影し

た画像から求めた時系列断面画像を図4(b)にそれぞれ示

す．当初，路面の時系列断面画像を解析し，路肩の境界

を追跡する方法を試みた．1ライン分の画像を輝度と２つ

の色差に分解し，小領域ごとに最新時刻と直前の画像と

の間で擦り合わせながら画素値を比較し，差が最小とな

る位置を蓄積する方法である．この方法は，道路の白線

やアスファルト舗装と畦道の境目の追跡には有効であっ

たが，特徴的なエッジを含まない路面が続く場合や，模

様の複雑なタイル舗装面では発散してしまい，望ましい

結果が得られなかった． 

そこで，本年度は画素値同士の比較ではなく，画素の

水平系列から得られる折れ線グラフの特徴点(山と谷)の

位置を追跡する方法を試みた．この方法ではまず，カメ

ラから得られた水平ライン上の画素の輝度（Y），色差

（Cb,Cr）について，それぞれグラフにし(図5(a))，それ

を山と谷が数点程度になるまで平滑化する(図5(b))．こう

して得られた特徴点の位置と画素値を記録し，次の時刻

から得られる特徴点との間で，位置が最も近い山同士ま

たは谷同士をグループ化する計算を繰り返す．対応する

点がない場合，新しい特徴点として追加するか，しばら

く対応しない状態が続いた場合は比較先から抹消する． 

この手順の特徴は，路面の些細な変化や模様に反応し

て発散することを防ぐために十分な平滑化を行うことで，

山谷の数が一定数に保たれるように平滑化パラメータを

適応的に微調整している点である．また，後述の危険度

判定の際には，各特徴点に隣接する山谷との落差を，そ

の特徴点の有効性として参照する． 

グループ化した特徴点を時間軸方向に並べると，図

6(a)に示すように，水平位置変化のグラフが得られる．

この水平位置は路肩や白線など道路の境界の位置に由来

するため，この動き方から車線に沿った安定走行なのか，

路肩に近づきつつあるのかを判定する．カメラから得ら

れる特徴点の水平位置には，車体が走行する際のピッチ

方向の振動に由来する小刻みな振動が含まれるが，時間

方向の平滑化処理で取り除くことで，車体と車路の相対
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図8 イメージセンサ試作機 

図7 特徴点の動き方と危険度 

図9 音センサ評価実験の様子 

的な位置情報を残すことができる(図6(b))． 

３．２ 危険度判定 

直近の水平位置の変化から，現状の運転が続くと仮定

したときの未来予測ができる．つまり図7に示すように， 

(1) 動きが少ない場合，歩道に沿って安定した走行中ま

たは停止中．安全上支障なし．

(2) 周辺部へ発散する場合，境目から離れつつある．安

全上支障なし．

(3) 中心付近に近寄る場合，車両が境界を超える可能性

あり．要注意．

特に(3)の場合，直近の変化量から越境予定時間を見積も

ることも可能で，その猶予時間と，特徴点ごとの有効性

の高さを加味して危険度を判定する． 

３．３ イメージセンサ試作機 

以上の画像処理を，ボード型コンピュータRaspberry Pi

と専用カメラモジュールから成るシステムに実装し，動

作確認を行った．判定した総合的な危険度の高さに応じ，

3段階で間欠を変えたブザー音により報知する．図8に試

作したイメージセンサを示す．危険度判定のしきい値や

予測時間等のパラメータ調整のためのスイッチ類を備え

ているが，運転者が日常的に操作するものではない． 

 電動車いすの前方テーブルに本試作機を搭載した電動

ビークルを運転したところ，路肩等との距離の変化に反

応して警報が鳴ることが確認できた．しかし，停止中に

前方を人が横切ったときや，意図的な旋回を行う際にも

同様に反応するため，警報に非常性が感じられなくなる

という課題を残す結果となった．この問題は，カメラの

被写体に条件を付けず，信号処理に帰結させたことに起

因すると考えている．対策としては運転者の入力内容や

他センサとの連携を視野に入れているが，本プロジェク

トでは具体化できなかったため，今後の課題としたい．

４．音センサ 

センサを搭載するために使用した電動車いすは，スイ

ッチにより，最高速度が2.5km/h，4.5km/h，6.0km/hの3

段階に切り替えができるようになっている．これまでに

開発した音センサを取り付けた電動ビークルを運転し，

車の接近を検出できるか評価した．その結果，6.0km/h

の速度で運転した場合には，電動ビークル自体のモータ

駆動音，走行音が大きくなり，常に車の接近と間違って

検出してしまう課題が明らかになった． 

その対策として，最高速度の切り替えスイッチの状態

により，車の接近判定の閾値を変更することを検討した．

電動車いす側からスイッチの状態が常時出力されている

ため，CAN通信によりその状態を取得し，閾値を変更す

るようにした．そして，再度，車の接近の評価実験を行

った．評価実験の様子を図9に示す．実験した道路は，片

側1車線の道路で，脇にある歩道を電動ビークルで走行し

た．実験した時は，1時間に100台程度の車が行き交う少

ない交通量で，車の通行がない時の騒音は40～50dB(A)

程度の静かな環境であった．電動ビークルを30分間走行

している間に，後方から接近してきた車を，検出できた

数と検出できなかった数，車の接近がないにも関わらず

センサが反応してしまった誤検出の数をそれぞれ調べた．

前方から車が接近する場合も音センサが反応する場合も

あるが，この場合は，センサの反応の有無にかかわらず

集計から除外した．車の接近検出結果を表3に示す．検出

件数を総走行数で除した検出率は，電動ビークルの走行

速度が4.5km/h時で92.6%，6.0km/h時で90.5%となった．

30分間の電動ビークル走行での誤検出件数は，電動ビー

クルの走行速度が4.5km/h時で1件，6.0km/h時で3件とい

う結果であった．6.0km/h走行時であっても，モータの駆
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図10 距離センサを用いた溝検出の原理 

図11 下り階段での測定距離 

動音，走行音によって常に誤検出してしまう不具合が改

善できた．検出率も4.5km/h走行時と大差ない結果となっ

た．今回，車種ごとのデータは取得していないが，トラ

ックなどの大型車両で，エンジン音，ロードノイズが大

きい場合には，距離が離れていても車の接近を検出でき

た．逆に低速度で走行してくる普通自動車は，かなり接

近しないと検出できなかった．未検出であった計4件のう

ち，3件が普通自動車，1件が軽自動車であり，実験者の

主観的な評価ではあるが，4件とも静かな走行音であった．

検出できた車の中にはハイブリッド車も何台か含まれて

いた．ただし，エンジン音も聞こえていたので，電気モ

ータのみの走行モードではなかったようである． 

表3 車の接近検出結果 

電動ビークル走

行速度 [km/h] 

検出件数 

[件] 

未検出件数 

[件] 

誤検出数 

[件] 

4.5 25 2 1 

6.0 19 2 3 

５．距離センサを用いた溝検出システム 

独立行政法人製品評価技術基盤機構（NITE）によると，

2009年度から2018年11月末までの約10年間にNITEに通

知された踏切で発生した電動車いすの事故は16件あり，

その事故事例としては，タイヤが線路の溝にはまったこ

とによる事故，踏切での脱輪による事故などが報告され

ている[5]．踏切以外の事故事例でも路肩での脱輪が報告

されており[6]，電動ビークルの安全装置として，凸形状

の障害物だけでなく，溝や下り階段などの凹んだ段差の

検出も重要である．一方，近年，レーザやLEDを用いた

距離センサモジュールが比較的安価で提供されている．

そこで，この距離センサを用いて，溝などの凹形状の段

差を検出する手法について検討した． 

５．１ 距離センサを用いた溝検出の原理 

図10に距離センサを用いた溝検出の原理を示す．距離

センサを斜め下向きになるように電動ビークルに設置し，

路面との距離を測定する．平坦な道路を走行していると

きは常に路面との距離はlで一定である．溝のように凹ん

だ段差部にさしかかると，凹んだ部分との距離が計測さ

れるため，計測値はl’（l’＞l）となるため溝が検出できる．

今回は溝のように凹形状の場合を考えたが，凸形状の障

害物の場合も検出可能で，その場合，計測値l’’はl’’＜lと

なる． 

 実際に溝が検出可能か確認するために，台車に，路面

より40cmの高さで，左右2か所にセンサを設置し，60cm

先の路面との距離を測定するように，水平より約34度下

に傾けた．今回使用した距離センサは，TFMini（Benewake

製）で，光源に赤外LEDを使用し，ToF（Time of Flight）

によって対象物との距離を測定する．測定範囲は0.3m～

12mで，測定精度は，6m未満で±4cm，6m～12mで±6cm

である． 

センサを取り付けた台車を廊下から下り階段に向かっ

て移動させた時の測定距離を図11に示す．平坦な廊下を

移動している時は，センサと床面との距離が変わらない

ため，測定距離は左右のセンサとも約72cmでほぼ一定で

あった．下りの階段にさしかかると測定距離は急激に増

大した．この実験から，測定距離を常時監視することで，

溝などの凹形状の段差にさしかかったことを検出できそ

うであることがわかった． 

５．２ 後進時の脱輪防止制御 

前節で述べた距離センサを電動車いすの後輪付近の左

右2か所に取り付け，後進時の脱輪防止制御を試みた（図

12）．距離センサは，路面から40cmの高さに設置し，60cm
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図12 後進時の脱輪防止システム 

先の路面との距離を測定するように，水平より約34度下

に傾けた．マイコンにはmbed LPC1768（(NXPセミコン

ダクターズﾞ)を使用し，センサ信号をシリアル通信によ

ってマイコンに取り込んだ．後進時にセンサで溝を検出

すると，電動ビークルが非常停止するようにマイコンの

プログラムを作成した．非常停止後，電動ビークルが動

けなくなってしまう状態を回避するために，運転者が操

作レバーを前進側に操作しているときは，停止状態を解

除して操作を有効にした． 

電動ビークルを運転してシステムの評価試験を実施し

た．溝に向かって後進していくと，溝を検出して電動ビ

ークルが非常停止することを確認した．停止した際の溝

から電動ビークルの後輪までの距離は10回の試行の平均

で40cmであった．しかしながら，操作の状況によっては，

非常停止しないことがあった．原因の究明と対策を行い，

システムの完成度を高めたい．  

 

６．まとめ 

 これまで開発してきた安全装置のセンサシステムの改

良と，距離センサを使用して溝のように凹んだ段差を検

出する手法を検討した．超音波PAソナーでは，素子の取

り付け位置，角度を検討し，送受信分離型の構造とした．

障害物に対して斜め方向から接近するときの角度が，従

来よりも広い範囲で障害物検出が可能になった．イメー

ジセンサでは，時系列断面画像から得られる特徴点の位

置を追跡し，その変化から危険度を判定する方法を試み

た．電動ビークルに実装し動作確認を行ったところ，路

肩等との距離の変化に反応して警報が鳴ることを確認し

た．音センサでは，速度の切り替え状態によって，車検

出の閾値が変更するように改良した．交通量が少なく，

静かな環境であれば，後方からの車の接近を約90%の率

で検出できることを確認した．また，新たに，距離セン

サを使用して，溝のように凹んだ段差を検出する手法を

提案した．電動ビークル後進時の脱輪防止制御を行い基

本動作の確認をした． 

これまでに開発した安全装置のセンサシステムを実用

化につなげ，高齢者の生活を支える安全な電動ビークル

を提供できるように取り組みを継続したい． 
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図1 在庫管理システムのグラフ表示 
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 あらまし 特別支援学校の作業学習や，障がい者の就労支援事業の場面に，情報通信技術を取り入れること

で，作業を的確に行えるようになり，自主性の向上と自立促進に寄与できると期待されている．本研究は，教

員や支援者からの要望をもとに，その教育目標達成のために有用な技術を開発し実証している．本年度は，縫

製作業班が使う材料と製品の在庫管理システムの改良と，iPad版レジアプリの現場実証を中心に実施した． 

 キーワード 障がい者支援アプリ，在庫管理システム，レジアプリ 

 

１．はじめに 

 本研究は，パソコンやタブレット端末およびその周辺

機器と，情報通信技術を応用することで，特に知的障が

い者の方と共同で働く場面でコミュニケーション上の課

題解決を図ることを目的に，5年間のプロジェクト研究と

して取り組んできた[1-4]．当初は，県内特別支援学校が実

施する喫茶サービスの作業学習場面で，注文を取り伝票

に記入するまでの接客を支援する専用アプリを開発し，

岐阜本巣特別支援学校，郡上特別支援学校，恵那特別支

援学校，岐阜清流高等特別支援学校の協力を得て改良し，

現在も授業で活用されている． 

 その一環として，作業製品の制作実習に使われる材料

在庫の管理，発注業務を生徒が主体的に取り組めるよう

に情報機器で支援してほしいとの要望があった．また，

喫茶での会計や作業製品の販売を担当する生徒を支援す

るために開発したレジ支援システムについては，障がい

者就労を支援する団体からも導入希望があり，昨年度は

NPO法人レストランme,too(池田町)でのレジ導入を支援

した[5]．また，郡上市社会福祉協議会「ぽぷらの家」(郡

上市高鷲)でも，レジ支援システムの評価，検討を行い，

今年度はiPad版レジアプリをカスタマイズの上で，導入

を支援した．本報では，これらに関して今年度行った研

究開発および技術支援の内容について示す． 

  

２．在庫管理システム 

 特別支援学校が行う作業学習グループの一つに「縫製

班」がある．布と糸から手工芸的に製品を作る技術の習

得が主目的であるが，郡上特別支援学校では，これから

どの製品を作るべきか，また材料は不足していないかの

判断を，生徒の自主性に任せようと取り組んでいる． 

この判断を行うためには，前提条件としてストック内

にある布や糸および完成品の現在数量を正確に把握して

いる必要があり，これまでは，色違いを含めて２０種類

以上の品目の状況確認を担当教員が行っていた．昨年度

までに筆者らが開発した在庫管理システムは，この作業

にタブレット端末とバーコードリーダーを使い，材料や

完成品の払い出し，収納の数量を入力し，ＰＣで集計す

るシステムである． 

２．１ 在庫管理の学習支援 

 本システムを利用することで在庫管理の手間を削減す

る当初の目的は達成されたが，手順が容易になったこと

で，この管理業務を生徒に任せることで，自主性を伸ば

したいとの要望を得た．そこで，在庫数を集計している

管理用ＰＣの画面を生徒が確認するときに，数量の過不

足が直感的にわかるように，グラフ表現を併記するよう

に改良した(図1)． 
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また，在庫数の変動を入力するタブレット端末側のア

プリについても，従来はバーコード選択した品名を文字

で表示していたところに，商品画像を表示して入力間違

いを減らすように改良した(図2)． 

この他に，画面の表示配色変更や操作方法の改良など

も実施している．いずれも学習時にシステムを扱ってい

る生徒らの感想や提案に基づく要望であり，改良したプ

ログラムを現場へ還元することも，生徒らの学習への関

心を高めることにつながったと教員から評価されている． 

２．２ 導入の効果 

 開発した在庫管理システムを使い授業を実践する郡上

特別支援学校の報告書[6]によると，「以前は（中略），生

徒は教師に確認しなければ在庫数を知り得なかった．だ

が，アプリの利活用により（中略）客から注文が入った

とき，在庫数を確認し，即座に販売できることを生徒自

ら教師に伝える姿が見えるようになるなど，生徒による

主体的な在庫管理が働く喜びや意欲を高めている」と評

価されている． 

この事例が示すのは，在庫数や注文数などの実績に関

する情報にアクセスする適切な手段を与えることで，作

業に取り組む生徒のモチベーションが高まり，生産性が

向上したことである．勿論，このような教育的効果を期

待して機能拡張を行った結果であるが，単純な受払管理

記録を紙帳簿ではなく，敢えてパソコンで行ったことで，

この拡張が実現したことも特筆すべき点である． 

３．レジ支援アプリ 

レジ支援アプリは，喫茶や物販の場面での釣銭や売り

上げ計算を支援するタブレット用アプリである．本研究

で開発したアプリは，特別支援学校の作業学習用に，授

受する現金の種類と個数を画像で示す等，誰が扱っても

間違いが少なくなるように工夫している．その内容が評

価され，学校以外でも導入されている． 

３．１ iPad版レジアプリ 

 本研究では当初，レジ支援アプリはAndroid版のみを開

発していた．その主な理由は，既存システム[1]で導入し

たレシートプリンタや予備のタブレットを流用するため

である．また，学校で利用する上で，複数の生徒が同時

並行して実習できることと，操作記録を振り返り学習に

活用したい等の要望に基づき，Androidタブレットを端末

にして，Windows PCに情報を集約する仕組みの構成にな

っている． 

 しかし，接客支援システムを使わずレジ支援のみの利

用において，この構成は冗長である．また，多くの教育

機関では既にiPad導入を決めている等の状況を鑑み，

図2 在庫管理タブレット画面の改良 

表1 Android版レジアプリとiPad版レジアプリの機能比較 

Android版 iPad版 

構成機器 Androidタブレット端末(機種不問) 

Windows PC(ノート型等，機種不問) 

各社レシートプリンタ(Windows対応なら機種不問) 

iPadシリーズ端末 

MFi※対応レシートプリンタ 

(現在はEpson製 TMシリーズ一部機種に限定) 

通信方式 Wi-Fi (インターネット接続は不問) 

PC/プリンタ間はUSBやBluetooth等任意 

Bluetooth(プリンタも対応すること) 

レジ端末数 タブレット端末を複数同時使用可能 1台 

商品情報 Windows PCで編集，Androidにダウンロード iPadアプリ内で設定，保管 

商品画像 未対応 使用可能(iPadカメラで撮影) 

売上情報 Windows PCに保存 iPad内部に保存 

※MFi (Made For iPhone/iPad/iPod) 

図3  iPad版レジアプリ 

図4  レジアプリの実証実験 
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(1) 商品ボタンの幅を可変

一画面に表示しきれない品種数になるため，当初から

実装していたスクロール表示とページ切り替えに加え，

一行に並べるボタン数を3個から7個の間で設定できるよ

うにした．数を増やせば一覧性は高くなり，配置を暗記

してしまえば素早く入力できるようになるが，相対的に

ボタンのサイズが小さくなるため，指先でタップしにく

くなる．使用者の理解しやすさと熟練によって，適度に

調節する． 

(2) 商品ボタンに，iPadのカメラ撮影画像を使用 (図5)

個包装された商品は貼り付けられたシールで区別する

ため，商品入力ボタンにシールの写真を表示してほしい

との要望による． 

(3) ひらがな表記に切り替え

レシートの記載は漢字と片仮名を用いるが，利用者の

希望により，アプリ画面上ではすべて平仮名に表示切り

替えできるようにした． 

４．まとめ 

 特別支援学校が実施する作業学習の場面で，生徒が自

主的に作業計画を立て，実行することを促すことを目的

とした在庫管理システムの開発，改良と，障がい者就労

支援を目的とする支援機関において，レジ接客支援アプ

リの実証実験を実施し，いずれも期待された導入効果が

得られたことを確認した． 

また，本研究プロジェクト全体を通しての最大の成果

は，知的障がい者が作業や就労する場面で当事者や介護

者が抱く不安の一部は，情報通信技術を適所に導入する

ことで解消できることを具体的に示したことである． 

既報のとおり，クリップボードへの筆記の不安をタッ

チパネルとレシートプリンタで代替したことから始まり， 

手順を暗記する代わりに画面上に表示したセリフを読む

ことや，ヘルプボタンを準備することで安心感をもって

学習に参加できる環境を構築し，実証した． 

 また，特別支援学校の生徒がタブレット端末を難なく

使えることがわかり，レジ接客や在庫管理など，より多

くの作業場面にも情報通信技術の支援が有効であること

と，こうした支援技術は，学校以外の障がい者福祉の分

野にも普及する可能性があることも示した． 

 ただし，支援技術が真に知的障がい者の支援になり得

るためには，彼らが信頼する教師や支援者らに支援技術

の設計意図を伝えるべく，時間をかけて現場に浸透させ

ていくことが最も重要であったと振り返る． 

本研究で試作した技術は「スマートフォン．タブレット

ＰＣの福祉分野での活用研究会」を通じ，大学，特別支

援学校の障がい者福祉に関わる専門家と技術者，研究者

との意見交換を経て福祉の現場への導入や，情報発信を

行ってきた．今後も本研究推進の枠組みを展開し，新し

い情報通信機器やサービス，新素材などの技術動向に注

目しつつ，障がい者の支援に役立つ技術を開発，普及に

努めていきたいと考えている． 
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Android版と同様な支援機能に加え，売上集計や商品登録，

レシート書式編集など，一般的なレジアプリと同様な機

能をすべて含んだレジ支援アプリをiPad用に開発，平成

30年2月からApp Storeで公開している(図3)．Android版と

iPad版レジアプリの比較を，表1に示す．

３．２ レジアプリの改善点

 ぽぷらの家にレジアプリを導入するにあたり，iPad版

を採用されたことを受け，最初に4月のバザーで一般公開

版を試用した．しかし，直後のヒアリングにおいて，こ

の版で想定していなかった不具合や，ぽぷらの家独自の

利用方法による要望が挙がった．そこで，これらの課題

を改善したカスタマイズ版を開発し，10月に開催された

「たかすふるさと祭り」の出張販売レジ(図4)で改善効果

を確認した．改善した項目は以下の通りである． 
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灰色かび病警報装置の開発（第２報） 

－乾湿計型灰色かび病警報装置の試作－ 

久冨 茂樹 藤井 勝敏 渡辺 秀樹* 

Development of Alarm Device for Gray Mold (2nd Report) 

- Prototype of Psychrometric type Gray Mold Alarm System -

Shigeki KUDOMI Katsutoshi FUJII Hideki WATANABE* 

 あらまし トマトの生産において，深刻な問題を引き起こす地上部病害の一つである「灰色かび病」につ

いて，ハウス施設内の環境をセンシングすることにより，灰色かび病発生の警報レベルを把握できる装置を

開発する．本年度は，熱電対を用いた乾湿計型灰色かび病警報装置を試作し，トマトハウス内に設置し測定

を行った．また，灰色かび病の発生警報レベルと実際の発病との関係について試験を実施した．今回の判定

式および閾値では，やや早い時期から警報レベルが高くなる結果となった． 

キーワード 清流の国ぎふ・農畜産物ナンバーワンプロジェクト，トマト，灰色かび病

１．はじめに 

 岐阜県のトマト生産は生産額も多く，岐阜県の重要な園

芸品目であるが，病害の発生による生産の不安定化が問題

となっている．地上部病害の一つである灰色かび病は，咲

き終わってしぼんだ花弁や枯れた葉に灰色のかびが付き

はじめ，病斑が拡大すると，図1に示すように，茎や果実も

かびで覆われて枯れてしまう．この病害の対策としては，

栽培環境の改善とあわせて殺菌剤による予防防除が行わ

れるが，この病原菌は薬剤の耐性菌が発達しやすいため，

同一系統の薬剤の多用は防除効果が低下するという課題

がある．本病は，施設内に蔓延すると薬剤の防除効果が著

しく低下するため，早期に防除することが重要である． 

 灰色かび病の発生には，施設内の温度，湿度環境が大き

く影響することがわかっているため，本研究では，ハウス

施設内の環境をセンシングし，温度や湿度等が一定の条件

を満たした場合に灰色かび病発生の警報を出力すること

で，本病の危険度を把握できる装置を開発する．昨年度は，

使用した温湿度センサのいくつかが故障するトラブルが

発生した．今年度は，耐環境性を考慮して，熱電対を用い

た乾湿計型灰色かび病警報装置を試作し，トマトハウス内

に設置し測定を行った．灰色かび病の発生警報レベルと実

際の発病との関係について試験を実施したので報告する． 

２．温湿度記録装置の試作 

 昨年度使用した温湿度センサのいくつかは，環境が高

湿度状態になり，相対湿度が100%近くに達したのち故障

する不具合が発生した．センサに結露が発生し故障した

ものと推測される．そこで，今年度は，高湿度環境でも

安定した測定ができるように，シース型熱電対を用いて

乾湿計型の原理で温湿度測定を行った． 

 試作した装置の外観を図2に示す．シース型熱電対とし

て，ステンレス管タイプのK型熱電対と熱電対アンプモジ

ュール（MAX31855; 分解能:0.25℃）を使用した．熱電対

とアンプモジュールは二組使用し，一組は乾球温度計と

して使用し，もう一組は感温部にガーゼを巻き，常時蒸

留水で湿らした状態にして，湿球温度計として使用し

た．シース型熱電対には，シースと熱電対が導通してい

る接地形とシースと熱電対が絶縁されている非接地形が* 岐阜県農業技術センター

図1 トマト灰色かび病 
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ある．両者を用いて環境温度を測定したが，測定値にほ

とんど差がなかったため，今回の測定では，ノイズの影

響を受けにくい非接地形の熱電対を使用することにし

た．マイコンには，mbed LPC1768（(NXPセミコンダクタ

ーズ)を使用し，サンプリング時間を10分として測定し

た．測定値は，マイコンに接続したSDカードに記録する

とともに，LCDに表示するようにした．また，後述する

灰色かび病発生危険度を知らせるための表示灯（LED）

を取り付けた． 

 測定した乾球温度td[℃]と湿球温度tw[℃]から以下のよう

にして相対湿度を求めた．温度t[℃]における飽和水蒸気

圧es[hPa]は式(1)となる． 

  𝑒𝑠 = 6.1078 × 10
(

7.5𝑡

𝑡+237.3
)
           (1) 

湿球温度での飽和水蒸気圧をesw[hPa]，乾湿計係数をA[K-

1]，気圧をP[hPa]とすると，水蒸気圧e[hPa]は式(2)で表さ

れる． 

  𝑒 =  𝑒𝑠𝑤 − 𝐴 ∙ 𝑃 ∙ (𝑡𝑑 − 𝑡𝑤)          (2) 

相対湿度h[%RH]は式(3)で求めることができる． 

  ℎ = 𝑒 / 𝑒𝑠𝑑  × 100          (3) 

今回は，A=0.000662，P=1013の値を使用して計算を行っ

た．  

 

３．灰色かび病発生警報レベル判定 

 これまでに岐阜県農業技術センターで実施した灰色か

び病発病条件の研究結果に基づき，測定した温度，湿度か

ら，以下のように灰色かび病発生警報レベル判定を行った． 

その時の気温（乾球温度）における飽和水蒸気圧esd[hPa]

は，式(1)より， 

  𝑒𝑠𝑑 = 6.1078 × 10
(

7.5𝑡𝑑
𝑡𝑑+237.3

)
          (4) 

この時の水蒸気圧 e は，式(3)より次式で求めることがで

きる． 

  𝑒 =
ℎ × 𝑒𝑠𝑑

100
=

ℎ×6.1078×10
(
7.5∙𝑡𝑑

𝑡𝑑+237.3
)

100
         (5) 

この水蒸気圧が飽和水蒸気圧となる温度が露点温度tf[℃]

であるので，式(1)より， 

  𝑒 = 6.1078 × 10
(

7.5𝑡f
𝑡f+237.3

)
          (6) 

これをtfについて解くと式(7)になり，式(5)で求めた水蒸気

圧の値を使って，露点温度を求めることができる． 

  𝑡f =
237.3×log10(

6.1078

𝑒
)

log10(
𝑒

6.1078
)−7.5

                  (7) 

乾球温度と露点温度の差をtdiff[℃]とし，次式のように結露

危険度Rcndを定義する．tdiffが閾値αc未満の場合は結露危険

状態，閾値以上の場合は安全状態とする． 

  𝑅cnd = {
1 (𝑡diff < 𝛼c) ： 危険

0 (𝑡diff ≥ 𝛼c) ： 安全
         (8) 

次式のように感染有効換算時間Tviを定義する． 

  𝑇vi = 𝑘t ∙ 𝑅cnd ∙ 𝑇s             (9) 

ここで，ktは各温度における菌糸伸長量を調べた実験結果

から求めた温度調整係数， Tsはサンプリング時間である．

直近2日分のTviを積算し，感染有効積算時間Tsh_2daysを定義

する． 

  𝑇sh_2days = ∑𝑇vi          (10) 

感染有効積算時間の値によって，灰色かび病発生警報レベ

ルSalmを3段階で判定することにした． 

  𝑆alm =

{
 
 

 
 2 (𝑇sh2days ≥ 𝛼a2)：危険

1 (𝑇sh2days ≥ 𝛼a1)：注意

0 (𝑇sh2days < 𝛼a1)：安全

        (11) 

ここで，αa1，αa2はそれぞれ，注意レベル閾値，危険レベ

ル閾値である．この警報レベルに応じて，装置に取り付け

たLEDを点滅させるようにした． 

 

４． ハウス施設内での試験運転 

 図3に示すように，試作した警報装置をハウス施設内の2

か所に設置し試験運転を実施した．センサは図4に示す風

洞内に設置した．2章で述べたように，湿球温度計とする熱

電対の感温部にガーゼを巻き，蒸留水が入った容器に浸か

る状態にした．容器の蒸留水は測定期間中なくなることが

ないように適宜補充を行った．熱電対の乾湿計の他に，比

較のため，温湿度センサ（HYT221：IST製）と湿度－電圧

変換モジュール（TAM-H1：トウプラスエンジニアリング

製）も同じ風洞内に設置し測定を行った．このセンサ，モ

ジュールは，高湿度環境でも対応できる仕様の製品ではあ

るが，やや高価である．風洞は，150mm×150mm×300mm

の筒状で，材質は発泡スチロールである．表面にはアルミ

箔を巻いて日光を反射している．筒の端にはファン（定格

入力：6.24W, 風量：2.9m3/min）を取り付け，風洞内部に空

気が滞留しないように常時送風した． 

 平成30年6月4日から7月11日までのハウス内の温度を図

5に，湿度を図6にそれぞれ示す．湿度－電圧変換モジュー

ル（TAM-H1）は温度測定の機能を備えていなかったため，

湿度結果のみ示している．日中気温が上昇するにつれ湿度

は低下していき，夜になり気温が低下すると湿度が上昇す

   

図2 試作装置の外観 
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る傾向にある．7月4日から8日ころにかけて，気温が低く，

100%近い湿度が続いているが，この時期に当地域では記録

的な大雨が降っており，その影響が現れている． 

また，警報レベルと実際の発病の対応を検討するために，

数日おきに灰色かびの胞子をトマトに接種し，発病状況を

観察した．測定した温度，湿度から求めた警報レベルと実

際の発病との対応を図7に示す．星印は灰色かび病の発病

が観察された日を示す．HYT221の測定結果から求めた警

報レベルが高めになりやすく，警報レベルが早く上がり，

長く継続する傾向になった．これは，高湿度状態において，

HYT221が熱電対乾湿計に比べて，湿度が5%程度高く測定

されたためであると考えられる．今回の実験では，実際に

発病が観察されるまでにも何回か警報レベルが危険を示

す2になった．実際の発病を精度よく捉えることができる

ように，判定式や閾値の改善を図りたい． 

その後，10月まで測定を続けたが，今回使用した2組のセ

ンサ，試作機はどれも故障することなく測定を継続できた． 

５． まとめ 

 灰色かび病発生の危険度を把握できる装置開発におい

て，高湿度環境でも安定した測定ができるように，シース

型熱電対を用いて乾湿計を用いた温度測定を行った．得ら

れた温度，湿度から灰色かび病発生警報レベル判定を行い，

トマトハウス施設内で試験運転を実施した．6月から10月

までのトマトの栽培期間中，試作した装置およびセンサは

故障することなく計測を行うことができた．また，今回組

み込んだ警報レベル判定結果と実際の発病との対応につ

いて試験を行った．今回の判定式および閾値では，やや早

い時期から警報レベルが高くなっており，今後，判定精度

が向上するように改善を図りたい． 
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図3 ハウス施設への設置 

  

図4 風洞内に設置したセンサ 
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図5 トマトハウス内の温度変化（平成30年6月4日～7月11日） 

図6 トマトハウス内の湿度変化（平成30年6月4日～7月11日） 

図7 警報レベルと実際の発病との対応 
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照度差ステレオ法による外観検査システムの研究開発（第３報） 

窪田 直樹   渡辺 博己

Research of Visual Inspection System by Photometric Stereo(3rd Report) 

Naoki KUBOTA   Hiroki WATANABE 

 あらまし 岐阜県は古くから製造業が盛んであり，大小様々な製品や，それら最終製品に至る途中の各種部

品が生産されている．これらの製品・部品を製造・輸送する上で，部品の表面に細かい傷・打痕等が発生する

と，意匠を損ねたり，塗装の劣化が生じたりするなど，後工程で問題となる．そのため，次の工程に進む前の

検査でこれらを発見することは非常に重要である．一方，これらの傷・打痕は光の当たり方によっては発見し

づらく，検査に熟練を要することがある．本研究では，熟練検査者の作業軽減を図るため，照度差ステレオ法

によって検査対象の表面の法線の方向を調べる手法を開発する．

キーワード 照度差ステレオ，外観検査，画像処理

１．はじめに

 岐阜県における輸送機械器具製造業および金属製造業

を合わせると，製品出荷額・従業員数とも製造業全体の1/4
を超えており，重要な位置を占めている [1]．このような製

造業においては，各種製品・部品は，ある程度まとまった

数(ロット)ごとに製造・出荷されるが，一部の部品に欠陥

があれば，その部品を含むロット全てが欠陥扱いになるこ

とがあり，大きな損失になる．そのため，出荷前の検査は

非常に重要である．このような欠陥検査項目の一つに，傷

などの有無を調べる外観検査がある．傷のある部品は，意

匠を損ねたり，塗装の劣化を招いたりすることがある．

 現在，部品の外観検査には，カメラとコンピューターを

用いた画像処理による方法と，検査者の目視による方法と

がある．画像処理による外観検査は，電子部品をはじめと

する小型部品の製造分野においては主流になっており，配

置ズレや欠損，傷などの検出に威力を発揮している．一方，

自動車関連部品のように大きな曲面を持った部品の検査

は，電子部品用の画像処理をそのまま適用させることがで

きない．そのため，ある程度大きな部品の検査は目視で行

うことが主流となっている．しかし，目視による検査は，

熟練を要することが多く，長時間の集中力が必要であり，

疲労に伴う見落としが発生するという問題がある．このよ

うな問題の改善のためには，画像処理による外観検査の適

用範囲を広くし，検査者の負荷を減少させる必要がある． 
本研究では，外観検査手法の一つとして，照度差ステレ

オ法[2]を採用した．照度差ステレオ法とは，照明の位置を

変えながら撮影した複数の画像から，対象物表面の法線ベ

クトルを算出する手法である．法線ベクトルは３次元情報

を持つため，単純な輝度情報と比べ多くの情報を持ってい

る．本研究では，この照度差ステレオ法を用いた撮影シス

テムの開発について紹介する．

２．照度差ステレオ法

一般に，物体の表面での反射光は，入射角と同じ角度で

反射する光(鏡面反射，正反射)と，周囲に一様に拡散する

光に分けられる．後者の光の拡散はランバート反射と呼ば

れ，式(1)で表すことができる． 
𝐼𝐼𝐷𝐷 = 𝑁𝑁�𝑇𝑇 ∙ 𝐿𝐿�𝐶𝐶𝐼𝐼𝐿𝐿・・・(1)

ここで，

𝐼𝐼𝐷𝐷 ： 物体表面の微小領域の輝度

𝑁𝑁�𝑇𝑇 ： 物体表面の微小領域の単位法線ベクトル

(Tは転置を表す) 
𝐿𝐿� ： 物体表面の微小領域から光源Lへ向かう

単位ベクトル(以降光源ベクトル) 
𝐶𝐶 ： 物体表面の微小領域の反射率

𝐼𝐼𝐿𝐿 ： 物体表面の微小領域への照度

である．

式(1)から，光源ベクトル𝐿𝐿�と，物体表面の反射率と照度

との積𝐶𝐶𝐼𝐼𝐿𝐿が既知であれば，観測した物体表面の輝度𝐼𝐼𝐷𝐷をも

とに，微小領域の法線ベクトルと光源ベクトルの内積すな

わち両ベクトルがなす角度を求めることができる．

ここで，各ベクトルは3次元ベクトルであるので，図1で
示すように3光源の情報があれば，式(2)のとおり法線ベク
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トルを一意に推定することができる． 

𝑁𝑁� = �
𝐿𝐿�1

𝑇𝑇

𝐿𝐿�2
𝑇𝑇

𝐿𝐿�3
𝑇𝑇
�

−1

⎣
⎢
⎢
⎢
⎡
𝐼𝐼𝐷𝐷1
𝐶𝐶𝐶𝐶𝐿𝐿1
𝐼𝐼𝐷𝐷2
𝐶𝐶𝐶𝐶𝐿𝐿2
𝐼𝐼𝐷𝐷3
𝐶𝐶𝐶𝐶𝐿𝐿3⎦

⎥
⎥
⎥
⎤

・・・・(2) 

ここで， 
𝐴𝐴𝑇𝑇 ： Aの転置行列 
𝐴𝐴−1 ： Aの逆行列 

である． 
 カメラで撮影した画像はマス目状の画素の集合であり，

それぞれの画素に写る領域を上記の微小領域とみなすこ

とで，撮影した画像のすべての画素の法線ベクトルを取得

することができる．以降，撮影した画像の各画素の法線ベ

クトル(x, y, z)を色(r, g, b)に置き換えた画像を，照度差ステ

レオ画像と呼ぶ． 
 

３．照度差ステレオ画像の取得 

３．１ 撮影装置 
図2に，照度差ステレオ画像撮影システムの外観を示す．

中央にZ軸ステージがあり，検査対象物はこの上に静置す

る．Z軸ステージの直上にはカメラを，Z軸ステージの周囲

にはテレセントリックレンズを装着した照明を4台設置し

た．テレセントリックレンズは，光源の光を平行に投影す

るために用いるレンズである．照度差ステレオ法では，事

前に光源ベクトルを求める必要があるが，一般の照明では，

光が光源から拡散するため，検査対象物の部位によって光

源ベクトルの方向が異なり，法線ベクトルの算出が困難に

なる．そのため，照度差ステレオ法では，平行光を用いる

ことが多い．平行光を得るためには，光源の位置を検査対

象物から十分離れたところに設置する方法と，平行光源を

用いる方法が考えられる．本研究では，装置全体の小型化

のため，平行光源を採用した． 
 
 

撮影装置の仕様は以下のとおりである． 
カメラ：EO-5012 LE(エドモンド・オプティクス・ジャパン) 

撮像素子サイズ 5.6mm × 4.2mm 
有効画素数 2560×1920 
階調 12ビット 
フレームレート 10.01fps 
映像出力 USB 3.0 

レンズ：M5018-MP2(computar)  
焦点距離 80mm 
開放絞り値 F1.8 

照明：ICS2(ADVANCED ILLUMINATION) 
照明用レンズ：TSテレセントリックバックライトイルミネ

ーター(エドモンド・オプティクス・ジャパン) 
 
３．２ 光源ベクトル推定 
 照度差ステレオ法では，カメラに対する光源の方向を推

定することが重要である．一般的には，球体を撮影し，球

の中心座標と最も明るい点の座標から光源方向を計算す

る．しかし，明るい部分には広がりがあるため正確に光源

方向を捉えることができない．Hayakawa[3]は，入力画像中

の相対的なランバート拡散反射率が既知の画素6点を使用

することで，光源ベクトル推定を行う手法を提案している．

しかし，本研究で用いる平行光源は，照明がもつ明るさの

ムラがそのまま平行投影されるため，均一な照度が必要な

これらの方法をとることができない(図3)．そこで，次のよ

うな手法で光源ベクトルを推定した． 
 図4(a)に示すような球体を撮影した入力画像から，球体

の中心座標と半径を求める．ここで，入力画像に写ってい

る球体の陽の部分と陰の部分が分離できるような2値化の

閾値を求める．続いて，任意の光源ベクトルを想定し，そ

の方向から球体に光が当たったと想定した想定球体画像

(図4(b))を作る．そして，入力画像と想定球体画像を，あら

 

図2 照度差ステレオ画像撮影システム 

 

 

図1 照度差ステレオ法(光源1を点灯した状態) 
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かじめ求めておいた閾値で2値化し(図5)，その差分をとる．

この作業を，差分が小さくなるよう想定光源ベクトルの向

きを徐々に変えながら行う．差分がほぼ変化しなくなった

時点で，そのときの想定光源ベクトルを，その光源の光源

ベクトルとした． 
３．３ 照度差ステレオ画像の作成 
 照度差ステレオ法は，3枚の入力画像から対象物表面の

法線ベクトルを算出することができる．しかし，照明が3台
だけでは，影や鏡面反射の影響で，ランバート反射による

輝度値を得られない場合がある．そこで，本研究では，4台
の照明を使用している．昨年度は，撮影画像の各画素に対

し，4枚の撮影画像の画素のうち最大輝度の画素を鏡面反

射成分と判断して棄却し，残る3枚の撮影画像の画素から

法線ベクトルを求めた．この手法は，鏡面反射の影響を抑

えられる反面，光源ベクトル推定の誤差や光源ムラの影響

で，照度差ステレオ画像に不連続が生じることがあった． 
図6に，不連続が発生した照度差ステレオ画像を示す．球体

を撮影したときの照度差ステレオ画像であるが，球体の途

中で不連続が発生している．今年度は，4枚の撮影画像の画

素値から照度差ステレオ画像を作成することとした．この

とき，式(2)は，下記のように書き換えられる． 

𝑁𝑁� =

⎣
⎢
⎢
⎢
⎢
⎡𝐿𝐿�1

𝑇𝑇

𝐿𝐿�2
𝑇𝑇

𝐿𝐿�3
𝑇𝑇

𝐿𝐿�4
𝑇𝑇⎦
⎥
⎥
⎥
⎥
⎤
+

⎣
⎢
⎢
⎢
⎢
⎡
𝐼𝐼𝐷𝐷1
𝐶𝐶𝐶𝐶𝐿𝐿1
𝐼𝐼𝐷𝐷2
𝐶𝐶𝐶𝐶𝐿𝐿2
𝐼𝐼𝐷𝐷3
𝐶𝐶𝐶𝐶𝐿𝐿3
𝐼𝐼𝐼𝐼𝐷𝐷4
𝐶𝐶𝐼𝐼𝐿𝐿4⎦

⎥
⎥
⎥
⎥
⎤

・・・・(3) 

ここで， 
𝐴𝐴+ ： Aの疑似逆行列 

である． 
３．４ 照度差ステレオ画像から疑似3次元画像の作成 
 照度差ステレオ画像は，対象物表面の法線ベクトルを表

しており，そこから傷や凹みを検出することができる．し

かし，対象物の形状を表しているわけではないので視認性

に乏しい．そこで，照度差ステレオ画像から疑似3次元画像

を作成するプログラムを作成した．アルゴリズムを以下に

示す． 
 まず，点(x, y)における法線ベクトルの各成分を𝑛𝑛𝑥𝑥(𝑥𝑥,𝑦𝑦)，
𝑛𝑛𝑦𝑦(𝑥𝑥,𝑦𝑦)， 𝑛𝑛𝑧𝑧(𝑥𝑥,𝑦𝑦)，面の高さを𝑧𝑧(𝑥𝑥,𝑦𝑦)と表し，原点の面の

高さ𝑧𝑧(𝑥𝑥,𝑦𝑦) = 0と定義する． 
 続いて，X軸およびY軸上の点について，次のように高さ

を計算する． 

𝑧𝑧(𝑥𝑥 + 1, 0) = 𝑧𝑧(𝑥𝑥, 0) + 
𝑛𝑛𝑥𝑥(𝑥𝑥 + 1, 0)
𝑛𝑛𝑧𝑧(𝑥𝑥 + 1, 0) 

𝑧𝑧(0,𝑦𝑦 + 1) = 𝑧𝑧(0,𝑦𝑦) +  
𝑛𝑛𝑦𝑦(0, 𝑦𝑦 + 1)
𝑛𝑛𝑧𝑧(0, 𝑦𝑦 + 1) 

 それ以外の点については，次のように高さを求める． 

𝑧𝑧(𝑥𝑥 + 1, 𝑦𝑦 + 1) =
𝑧𝑧(𝑥𝑥,𝑦𝑦 + 1) + 𝑧𝑧(𝑥𝑥 + 1, 𝑦𝑦)

2

+
 𝑛𝑛𝑥𝑥(𝑥𝑥 + 1,𝑦𝑦 + 1) + 𝑛𝑛𝑦𝑦(𝑥𝑥 + 1, 𝑦𝑦 + 1)

2𝑛𝑛𝑧𝑧(𝑥𝑥 + 1,𝑦𝑦 + 1)  

これを画面全体に繰り返すことで，対象物の3次元画像を

作成した．この手法は，原点から離れるにつれ誤差が蓄積

し，不正確な3次元画像になってしまう．そこで，原点を画

像の中央にとることで，画像の中央付近の誤差を小さくす

るようにした． 

   
 (a)入力画像 (b)推定球体画像 

図4 球体画像 

 

   
 (a) 入力画像 (b) 推定球体画像 

図5 2値化画像 

 

 

図6 不連続が発生した照度差ステレオ画像 

 

図3 標準反射板(石膏板)を撮影した画像 
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４．結果と考察 

４．１ 光源ベクトルの推定 
光源からの光を当てた球体を撮影した画像から，光源ベ

クトルを推定した．図7に，入力画像と，各アルゴリズムで

推定した光源ベクトル上の光源から照射された推定球体

画像を示す．図7(a)は入力画像で，右下から光が当たってい

る．図7(b)は，入力画像に含まれる球体から，最も明るい点

を探し，その方向に光源があると推定したときの推定球体

画像である．撮影した球体は，表面につや消し剤を塗布し

てあったが，完全には鏡面反射を消すことができず，その

影響で入力画像に比べ正面寄りから光が当たっているよ

うに見える．図7(c)は，文献[3]で紹介されている手法で推

定した推定球体画像である．この手法も，鏡面反射の影響

や光源が持つムラの影響で，入力画像に比べ右寄りから光

が当たっているように見える．図7(d)は，本研究での手法

であり，陰の入り方など入力画像に近いことが判る．ただ

し，本手法は計算に時間がかかるため，ムラのない平行光

源や，鏡面反射がほとんど無い球体が用意できる環境であ

れば，文献[3]の方法が適していると考えられる． 

４．２ 金属部品の照度差ステレオ画像 
図8に，カッターの刃を各照明下で撮影した入力画像を

示す．図中の矢印は，光源からの光の向きを表す．カッタ

ーの刃は金属製のため，刻印部分に鏡面反射が見られる．

この4枚の入力画像のうち，照明1,2,3の3枚から作成した照

度差ステレオ画像を図9に示す．照度差ステレオ画像は，画

素ごとに法線ベクトル値を持っているが，ここでは，ベク

トルのX成分の値を示す画像(明るいほど法線ベクトルが

右向き)を図9(a)に，Y成分の値を示す画像(明るいほど法線

ベクトルが上向き)を図9(b)に示す．また，3章4節で述べた

方法で作成した疑似3次元画像を，図9(c)に示す． 
カッターの刃の刻印は刃の表面に対して凹んでいるた

め，刻印を構成する線は，X成分画像では線の左側で明る

く，右側で暗くならなければならない．同様に，Y成分画

像では線の上側が暗く，下が明るくなるならなければなら

ない．しかし，図9(a)の「0」の文字を見ると，文字の左上

部分，右下部分は暗くなっており，明るい部分がない．ま

た，左下部分，右上部分についてはその逆である．これら

は，鏡面反射の影響で正しく法線ベクトルを推定すること

ができなかったためと考えられる．また，図9(c)を見ても，

誤差が累積しているため，カッターの刃の形状が再現でき

ていない． 
図10は，昨年度のアルゴリズム(4枚の画像上の各画素に

おいて，最大輝度を持つ画素を除く3画素から法線を求め

る)で作成した照度差ステレオ画像である．図9と比べると，

刻印を構成する線の上下・左右に明暗の領域が正しく出て

   

 (a) 入力画像 (b) 最高輝度値から推定 

   

 (c) 文献[6]の手法から推定 (d) 本研究手法から推定 

図7 入力画像と推定球体画像 

   
 (a) 照明3 (b) 照明2 

   
 (c) 照明4 (d)照明1 

図8 カッターの刃の入力画像 

10mm 

   
 (a)照度差ステレオ画像(X成分) (b)照度差ステレオ画像(Y成分) 

 

(c) 照度差ステレオ画像から作成した3次元画像 

図9 入力画像3枚で作成した照度差ステレオ画像 
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いるが，その一方で明暗が不連続になっている．図10(c)の
疑似3次元画像を見ると，図9に比べるとカッターの刃の平

坦さが出ているが，照度差ステレオ画像の不連続部分が目

立っている． 
 図11に，本年度のアルゴリズム(4光源ベクトルの疑似逆

行列から法線を求める)で作成した照度差ステレオ画像を

示す．鏡面反射の影響はまだ残っているが，刻印を構成す

る線の上下・左右の明暗は正しくできている．また，疑似

3次元画像についても，刻印が読み取れるまで再現されて

いる． 
疑似逆行列を利用する方法は照明の数が増えても対応

ができるので，照明の数を増やすことでより精度の高い照

度差ステレオ画像が得られるのではないかと予想される． 

４．３ フィルムの照度差ステレオ画像 
図12に，食品包装フィルムを切り取った物の照度差ステ

レオ画像を示す．フィルムには文字が印刷されているが，

印刷には凹凸がほとんど無いため，照度差ステレオ画像で

は文字が消えている．そのため，文字に隠れて見えづらか

ったフィルムの折り目や凹凸を容易に発見することがで

きる． 
 

５．まとめ 

 1台のカメラと4台の平行光源を照射する照明を利用し，

照度差ステレオ画像を取得するシステムを構築した．  
 このシステムを用いて，各照明の光源ベクトルを算出す

るアルゴリズムを開発した．また，多少の鏡面反射がある

対象物でも照度差ステレオ画像を得ることができた．これ

により，平面に近い金属部品，プラスチック部品や，印刷

のある部品の表面の凹凸などを調べることができること

がわかった． 
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 (a) 入力画像(照明3) (b)入力画像(照明2) 

   
 (c) 入力画像(照明4) (d)入力画像(照明1) 

   

 (e)照度差ステレオ画像(X成分) (f)照度差ステレオ画像(Y成分) 

図12 フィルムの照度差ステレオ画像 

  
 (a)照度差ステレオ画像(X成分) (b)照度差ステレオ画像(Y成分) 

 

(c) 照度差ステレオ画像から作成した3次元画像 

図10 昨年度のアルゴリズムで作成した照度差ステレオ画像 

   
 (a)照度差ステレオ画像(X成分) (b)照度差ステレオ画像(Y成分) 

 

(c) 照度差ステレオ画像から作成した3次元画像 

図11 本年度のアルゴリズムで作成した照度差ステレオ画像 
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予防･健康増進に資するパーソナル･バランスケア技術に関する研究 

－股関節機能回復の目標設定支援を目的とした床反力波形解析と 

Webアプリケーションの開発－ 
 

曽賀野 健一   青木 隆明*    

藤井 勝敏   成瀬 哲哉   棚橋 英樹 

 

A Study on Personal balance care technology 

for Prevention and Health promotion 

- Floor reaction force waveform analysis and development of Web  

application for the purpose setting support of hip joint function recovery - 
 

Kenichi SOGANO   Takaaki AOKI*    

Katsutoshi FUJII   Tetsuya NARUSE   Hideki TANAHASHI 

 

 あらまし 本研究は，運動器機能疾患の中でも近年急増している股関節症例を対象とし，股関節症例にみら

れる現象から股関節機能の安定性を定量的に説明することを目的としている．今年度は，股関節機能の評価パ

ラメータの解釈を深め，機能回復の目標設定に資する情報を提供するための床反力波形解析を行った．また，

自身の股関節機能の安定性評価に関わる情報を手軽に確認可能な技術を確立するため，Web機能を用いてデー

タベースサーバーに格納されている股関節機能の安定性評価に関わる情報を取得・可視化する機能を試作した． 

 キーワード 予防，健康増進，股関節機能，床反力波形，Webアプリケーション 

 

 

１．はじめに 

加齢や生活習慣（運動不足，肥満等）により，関節や筋

肉等の運動器機能が低下すると，日常生活の様々な動作が

制限され，躓く，転倒等の事故に至るリスクが高まる．運

動器機能の低下はロコモティブシンドローム（以下，ロコ

モという）と呼ばれ，要介護の主たる原因となっている．

運動器機能の低下は，高齢者に限られることはなく，近年

は若い世代も含めてロコモ予備軍が増えているといわれ

ている．日本整形外科学会の調査では，ロコモの人口は予

備軍を含めると4,700万人と試算されている[1]．ロコモの症

状が出てからケアするのではなく，若い頃からも意識し，

発症前にその兆候を捉えて早期に介入する「予防」の必要

性が社会的にも高まっているが，ロコモの兆候は如何なる

方法で説明できるのか，これまでに明確な指標は存在しな

かった．そこで当研究所では，これまでに，運動器機能疾

患の中でも近年急増している股関節症例を対象とし，症例

の発症につながると考えられる情報支援を目的として，股

関節機能の安定性に関わる情報を自分自身で手軽に計測・

蓄積し，股関節機能の安定性を定量的に説明可能な技術に

関して研究を進めてきた．今年度は，股関節機能の評価パ

ラメータの解釈を深め，機能回復の目標設定に資する情報

を提供するため，段昇降時の床反力波形解析を行った．ま

た，自身の股関節機能の安定性評価に関わる情報を手軽に

確認可能な技術を確立するため，Web機能を用いてデータ

ベースサーバーに格納されている股関節機能の安定性評

価に関わる情報を取得・可視化する機能を試作したので報

告する． 

 

２．股関節機能の安定性評価における課題 

股関節機能の安定性評価に関しては，股関節機能の安定

性を定量的に説明することを目的に，これまでに，簡易な

床反力計測装置（バランスWiiボード：任天堂社製）を用い

て，静的姿勢保持（両脚立位，片脚立位）と動的動作（段

昇降，歩行）の全４種類の姿勢保持と動作を行った場合の

床反力時系列情報を取得・解析し，データベースサーバー

に蓄積する床反力取得・解析システム（図１）を開発した．

このシステムの内容については，過去の研究報告書を参考

にされたい[2,3]．  * 国立大学法人岐阜大学医学部附属病院 
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この床反力取得・解析システムを用いて，前年度までに

股関節症例と非症例のサンプルを収集し，股関節症例群と

非症例群のデータ分布傾向を統計的に分析した．この分析

結果に基づいて，股関節症例群に対し重要度の高いパラメ

ータとして導かれた情報を採用し股関節機能の安定性を

評価することが可能である． 

股関節症例群に対し重要度の高いパラメータと内容は

表１のとおりである． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ただし，動的動作に関しては，段昇降もしくは歩行のパ

ラメータを用いることにより，全５種類のパラメータを採

用し股関節機能の安定性を評価することとした．これらの

パラメータを視覚的に確認しやすい方法としてレーダー

チャートを用いた可視化機能を構築した（図２）．この評価

手法により，同年代の平均値に対して，自身の状態がどの

位置にあるのかを把握することが可能である．平均値より

外側に位置する程，良好であることを示している．また，

右脚と左脚の評価を色分け表示しており，左右のバランス

も視覚的に確認可能である． 

段昇降の力強さに関するパラメータは，昇段時の床反力

の変化に注目し評価を行っている．このとき，軸脚の昇段

時から反対脚が交差するまでの時期において，床反力の変

化を評価することも臨床的に重要視される．しかし，これ

までの評価機能では，このような床反力の変化を評価する

ことができない課題が残されていた． 

また，図２の可視化機能は，Microsoft Visual Studioを用い

て開発しており，開発したプログラムを実行可能なパソコ

ンの環境と実行プログラムが存在しなければ動作しない．

すなわち，時間や場所に制約されず，必要な情報を手軽に

取得することができなかった． 

 

３．床反力波形解析 

２に記述したように，段昇降の力強さに関するパラメー

タの解釈を深める必要がある．そのため，段昇降における

軸脚の昇段時から反対脚が交差するまでの時期を対象と

した床反力の変化を評価可能な機能を加えることを目的

として，段昇降の床反力波形解析を行った． 

臨床的所見では，段昇降における軸脚の昇段時から反対

脚が交差するまでの時期を対象に，床反力の変化を評価す

る場合，床反力波形の平坦性と多峰性に注目する．そこで

本研究では，床反力の変化を評価するため，歩行動作に準

じてローディングレスポンス後期（反対脚の離床，以下LR

という）からミッドスタンス前期（反対脚の交差，以下MS

という）までの単脚支持期（片側の脚で上体を支える時期）

に注目し，床反力波形に平坦性がみられる場合には「平坦

型」，床反力波形に多峰性がみられる場合には「動揺型」に

分類する方法とした．  

段昇降の床反力波形は，通常 非症例の場合，図３（ａ）

のようにLR時とMS時に峰を呈する歩行時の二峰性に準じ

た形状を形成するが，床反力波形に平坦性がみられる場合

には，図３（b）のようにLR時とMS時の峰の高さが減少し

ている．これは，軸脚の接床時に荷重をかけて踏み込むこ

とが困難であり，反対脚に働かせる推進力を低減し軸脚の

荷重負担を軽減する作用が考えられる．床反力波形に多峰

性がみられる場合には，図３（c）のようにLRからMSまで

の区間に１箇所以上の峰が観察される．これは，軸脚で上

体を支持することが困難である場合に，転倒を回避するた

めに床平面に対して鉛直方向に荷重の変化が大きく現れ

る墜落的な動揺が生じる作用が考えられる．図３（b）や図

３（c）のような現象がみられる場合には，股関節機能の低

下が疑われ，転倒のリスクが高まる要因とされる． 

 
図２ 股関節機能の安定性評価 

 

図１ 床反力取得・解析システム 

 

表１ 股関節症例群にみられる重要度の高い情報 

項目 内容 

TdX（両脚立位）：ふらつき 

RX （両脚立位）：偏り 

TdZ（片脚立位）：がくつき 

TdX（段昇降）：昇段時の動揺 

TdZ（段昇降）：昇段の力強さ 

TdX（歩行）：歩行時の動揺 

TdZ（歩行）：歩行の力強さ 

COP（※）総軌跡長（側方） 

荷重割合（側方） 

床反力の総変化量 

COP 総軌跡長（側方） 

床反力の総変化量 

COP 総軌跡長（側方） 

床反力の総変化量 

（※）COP：足圧中心（Center of foot Pressure） 

（注） 片脚立位における床反力の総変化量は，サンプリング時間 

ごとに示す床反力変化値（絶対値）の積分値である． 

    段昇降と歩行における床反力の総変化量は，単脚支持期 

（片側の脚で上体を支える時期）の峰－谷間を対象とし 

サンプリング時間ごとに示す床反力変化値（絶対値）の 

積分値である[3]． 
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図３（b）のような床反力波形における平坦性の判定では，

サンプリング時間ごとに床反力変化量（絶対値）を求め，

単脚支持期におけるすべてのサンプリング時間について

所定の閾値を超過しない場合に「平坦型」に分類した．図

３（c）のような床反力波形における多峰性の判定では，サ

ンプリング時間ごとに床反力変化量（絶対値）と床反力変

化量（符号付）を求め，床反力変化量（絶対値）が所定の

閾値を超過し，かつ床反力変化量（符号付）が正から負に

変化するポイントを検出し，単脚支持期において１箇所以

上のポイントを有する場合に「動揺型」に分類した． 

このような力強さ（段昇降）の評価における型の情報を

提供することにより，リハビリ等における股関節機能の回

復目標を設定するための検討材料になるのではないかと 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

考えている．たとえば，「平坦型」と判定された場合には，

LRからMSまでの時期を対象として，膝立ち位や片脚支持

での前方重心移動に関する運動介入等を検討できる．「動

揺型」と判定された場合には，LRからMSまでの時期を対

象として，膝立ち位や片脚支持でのリーチ動作等，上体を

支持する機能を増強するための運動介入等を検討できる． 

 

４．Web機能開発の構成 

２に記述したように，これまでの床反力取得・解析シス

テムでは，自身の股関節機能の安定性評価情報を手軽に取

得することができなかった．そこで，Webブラウザの機能

を用いて，３の床反力波形解析に基づく評価機能を加えた

自身の股関節機能の安定性評価情報を手軽に参照する仕

組みを確立することとし，必要な環境を整備した（図４）． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Webブラウザを利用するためにWeb Serverを設置，Web 

Server SoftwareにはApache Tomcatを導入し，開発環境には

MZ Platform[4]を利用した．このMZ Platformの機能として用

意されているMZ Platform Servletを用い，Apache Tomcatに

所定のファイル（MZ.war）を配備することにより，Webア

プリケーションを構築，利用することが可能である．また，

Webアプリケーションから床反力取得・解析システムで取

得･解析した情報を蓄積するためにデータベースサーバー

を用意し，データベースサーバーのDBMS（DataBase 

Management System）にはMySQLを利用した．MZ Platform

を用いて開発したWeb アプリケーション上で，MySQLの

サーバー，ドライバ，ユーザー，パスワードの情報を設定

することでMySQLに接続し，データベース内の所定のテー

ブルに格納されている情報を取得することが可能である． 

 

５．Webアプリケーションの試作 

４で整備した開発環境により，MZ Platformを利用し，２

に記述した股関節機能の安定性評価を可能とするWebアプ

リケーションを試作した．Webアプリケーションの試作に

あたっては，以下の要求仕様に基づいて必要となる機能を

設計・構築した． 

 

 

図４ Web機能開発の構成 

 

（a）通常（非症例） 

 

（b）平坦型 

 

（c）動揺型 

 

図３ 段昇降時の床反力波形と「型」の分類 
（横軸：時間 縦軸：床反力） 

縦軸の数値は，被験者の体重値を用いて標準化した値を用いた 
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【要求仕様】 

・被測定者IDの指定 

・指定した被測定者IDに対する測定履歴情報の取得 

・測定履歴情報はMySQLの所定のテーブルから取得 

・取得した測定履歴情報をWebアプリケーション上にリス

ト形式で表示 

・測定ID（レコード）の指定 

・指定した測定IDに対する床反力解析情報の取得 

・床反力解析情報はMySQLの所定のテーブルから取得 

・取得した床反力解析情報を用いて５軸のパラメータ値

（得点）を算出 

・パラメータ値（得点）は，年代別のデータ分布傾向に基

づいて算出 

・算出したパラメータ値（得点）をレーダーチャートに反

映 

・力強さ（段昇降）の評価に関しては，床反力の波形形状

に基づいて型を分類・表示することにより，評価の内容

を補完（機能回復の目標設定のための情報提供） 

 

 以上の要求仕様に基づいて試作したWebアプリケーショ

ンを図５に示す． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６．まとめ 

股関節症例にみられる現象から股関節機能の安定性を

定量的に説明する段昇降の力強さに関するパラメータの

解釈を深めるため，臨床的所見に基づいて床反力の波形解

析を行い，軸脚の昇段時から反対脚が交差するまでの時期

を対象に床反力の変化を「型」を用いて評価する手法を考

案した．この評価手法を用いることにより，昇段能力の低

下に気づきを与え，能力の回復を図るための目標設定に資

する検討材料として活用できるのではないかと考えてい

る． 

自身の股関節機能の安定性評価に関わる情報を手軽に

確認可能な技術を確立するため，前年度までに開発した床

反力取得・解析システムを用いた股関節機能の安定性を評

価するしくみをベースに，段昇降の力強さに関する評価手

法を加えたWebアプリケーションを試作した．このWebア

プリケーションを利用することにより，データベースから

取得した情報をレーダーチャートを用いて得点化表示す

ることで，自身の評価が同年代の平均値と比較し，どの程

度の位置にあるのか等を視覚的に把握することができる．

今回試作したWebアプリケーションを活用することにより，

自身の股関節機能の状態を手軽にチェックすることが可

能となる．  

本研究は，本年度を以て満了となる．これまでの研究開

発期間において，近年急増している股関節機能の低下につ

ながると考えられる情報を導き，股関節機能の安定性に関

わる評価情報を自身で手軽に確認可能な機能を実現する

ことができた．この機能を実装した床反力取得・解析シス

テムが，県内の医療機関が実施する運動器検診に導入され

るに至り，本研究成果は，股関節機能の低下に気づきを与

えることができる手軽なツールとして有用であると考え

ている． 

股関節機能の低下から転倒骨折・要介護という大事に至

る前に，日頃から自身の股関節機能の状態を知り，股関節

機能の低下が疑われる場合には，機能低下の要因に適応し

た早期介入を行うことが重要である．このような予防・健

康増進の視点に立ち，本研究成果が一層活用され情報支援

の一助となれば幸いである． 
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距離画像センサを用いた作業動作解析技術の研究 

－再帰性反射マーカによる組立作業の分析－ 

 

渡辺 博己   浅井 博次   生駒 晃大   棚橋 英樹 

 

A Study on Working Motion Analysis Technology Using Depth Sensor 

- Operations Analysis System for an Assembly Work by Both Hands with 

Retroreflective Markers - 
 

Hiroki WATANABE   Hirotsugu ASAI   Akihiro IKOMA   Hideki TANAHASHI 
 

 あらまし カイゼン活動における作業時間計測を支援するために，距離画像センサを用いた作業動作解析技

術の開発を目指している．本研究では，両手首に装着した再帰性反射マーカを検出することにより作業時間の

計測が可能な作業分析システムを開発した．実験室環境において組立作業を模した実験を行い，システムの動

作を検証した結果，計測した作業時間から複数のグラフを作成し，作業時間の推移が容易に把握できることを

確認した．また，時間分解能を検証した結果，約47.6ミリ秒間隔で時間計測が可能であることを確認した． 

 キーワード カイゼン，作業分析，距離画像センサ，再帰性反射マーカ，作業時間計測 

 

 

１．はじめに 

製造業の作業現場では，生産性向上のために積極的に作

業カイゼンに取り組み，生産工程の効率化を図っている．

作業カイゼンの手法には，IE（Industrial Engineering）[1]と呼

ばれる工学的手法があるが，IE を用いた作業カイゼンにお

いて，最初に取り組まなければならないのが現状分析であ

る．カイゼン担当者は，ストップウォッチやビデオカメラ

を持って作業現場に張り付き，作業者の作業状況を観察し，

作業を構成する各動作にどの程度の時間を要しているの

かを調査する．しかし，この調査には，膨大な時間と手間

を要するだけでなく，計測ノウハウを有する人材の育成が

必要であり，これらに係る人件費等の問題から，現状分析

に至る前にカイゼン活動が停滞することも少なくない[2]．

また，カイゼン活動を支援するシステム[3,4]が市販されてい

るが，撮影した動画を再生しながら動作を登録する必要が

あるため，多数の工程から構成され，完了するまでに時間

を要する作業に対しては，効率的なカイゼン活動を行うこ

とが困難である． 
カイゼン活動支援を目的として，画像処理技術を用いた

システムも提案されている．板倉らは，家電製品の組立作

業に従事する作業者の頭と両手にカラーマーカを装着し，

マーカ軌跡データのパターンマッチングにより，定型作業

と異なる作業の発見を行っている[5]．高橋らは，基板検査

装置の組立作業において，距離画像センサにより取得した

人物領域特徴量から 5つの姿勢に分類することを試みてい

る[6]．しかし，これらのシステムは，ムダな作業やムリな

姿勢の発見を目的としているため，動作単位の作業時間計

測には適用することができない． 
一方，作業時間計測が可能な作業分析システムも提案さ

れている．熊谷は，安価な距離画像センサである Microsoft
社の Kinect を用いて，内蔵 API を利用することにより作業

者の関節位置を計測し，動作単位の作業時間分析手法を提

案している[7]．しかし，Kinect の内蔵 API は，人物の正面

から撮影した映像を対象として関節位置を推定するため，

作業環境によっては，作業者の前方にセンサの設置場所を

確保できない場合がある．また，我々は，俯瞰可能な位置

に Kinect を設置することにより，距離画像による背景差分

から人物領域を検出し，身体部位の形状特徴を抽出するこ

とにより，作業環境における両手位置を求め，動作の始点

から終点までの移動時間を計測することにより，作業時間

を計測するシステムを試作した[8]．しかし，背景が変化す

る作業環境においては，人物領域の検出が困難となり，両

手位置を正確に求められない等の課題があった． 
そこで，本研究では，再帰性反射マーカを利用した作業

環境の変動にロバストな作業分析システムを開発した．シ

ステムでは，マーカに再帰性反射材を使用することにより，

Kinect の赤外線カメラ映像における高輝度領域として，容

易に抽出することが可能である．また，抽出したマーカの

位置情報から，動作の開始・終了を検出することにより，

容易に作業時間を計測することが可能である．以下，開発

したシステムの詳細について記述するとともに，実験室環

境において，組立作業を模した実験を行ったので，その結

果について報告する． 
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２．作業分析システム 

２．１ システムの概要 

図 1に開発したシステムの構成を示す．本システムでは，

作業台の作業面を俯瞰するように設置した Kinect を用い

て，作業者の両手首に装着した再帰性反射マーカの位置と

時刻を測定する．また，測定対象となる動作の始点，また

は終点を含むように，取得画像上でマーカを検出するため

の測定エリアを配置し，エリアの大きさ，及び通過順序等

を予め設定しておく． 
システムは，マーカの各測定エリアにおける通過時刻を

分析し，通過時間差を動作時間として作業時間を計測する．

分析処理は，マーカ候補領域抽出，マーカ領域左右判定，

測定エリア通過判定から構成される．以下に，各処理につ

いての詳細を述べる． 

２．２ マーカ候補領域の抽出 

マーカには，金属の薄板が中に入った巻き付け型のもの

を使用し，両手首用として色の異なる再帰性反射テープを

貼付する．再帰性反射材からなるマーカに赤外光を照射し，

その反射を赤外線カメラで撮影した場合，マーカ領域は，

高輝度領域として取得することが可能である．Kinect には，

距離画像を取得するための赤外線 LED と赤外線カメラが

装備されており，本稿では，赤外線画像から高輝度領域を

取得することにより，マーカ抽出処理のロバスト性を高め

ている．また，巻き付け型のマーカを手首に装着し，俯瞰

撮影した場合，手首が回転してもほぼ同一の形状としてマ

ーカを抽出することが可能である． 
マーカ候補領域の抽出処理では，先ず，取得した赤外線

画像における高輝度領域が抽出されるよう 2 値化し，領域

外周の輪郭を抽出する．次に，抽出した輪郭を直線近似し

て輪郭線を求め，輪郭線数が 4 となる凸四角形領域をマー

カ候補領域として抽出する．図 2 に，本システムで取得し

たカラー画像，距離画像，赤外線画像，及びマーカ候補領

域の抽出例を示す． 

２．３ マーカ領域の左右判定 

マーカ領域の左右判定では，マーカ候補領域の中心位置

に対応するカラー画像の画素位置を求め，対応画素を中心

とした領域色と，予め設定した各マーカの基準色を比較す

ることにより判定する． 

 

図1 提案システムの構成 

 
図2 取得画像と抽出したマーカ候補領域の例 
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Kinect の赤外線画像における画素とカラー画像における

画素の対応関係については，距離画像の Depth 値に基いて

算出することができる．しかし，図 2(b)に示すとおり，同

図(c)の輝度値の高い画素については，Depth 値を取得でき

ないため，マーカ候補領域内の画素位置をカラー画像上に

再現することができない．そこで，以下のとおり，カラー

画像における画素位置を求める．先ず，図 3(a)に示すよう

に，マーカ候補領域において長辺と短辺を求め，同領域の

中心点から長辺に対して垂直となる 2 つの方向に，短辺の

定数倍の長さ dとなる位置に参照点を求める．次に，各参

照点について，カラー画像における対応画素位置を取得し，

これらの中心をマーカ候補領域のカラー画像における対

応点として算出する．同図(b)に赤外線画像における参照点

の抽出例を示す． 
マーカ候補領域色の判定処理については，カラー画像に

おける対応点を中心とした 7×7 の領域内の画素値を HSV
表色系に変換し，色相値（Hue）のみを用いて基準色と比較

する．比較処理では，領域内の画素の 8 割以上が基準色の

しきい値以内であれば，該当マーカの領域色であると判定

する．図 4 に，図 2(a)のマーカ装着時のマーカ領域の判定

結果を示す．判定処理では，図 3(b)上部の小領域について

も基準色と比較し，マーカ領域かどうかを判定する．結果

として，マーカ領域色と同系色の円領域をマーカ領域の対

応点として示しているが，マーカ以外の領域は除外され，

マーカ領域の位置が正確に表示されていることが分かる．

なお，図 4 のカラー画像は，距離画像における Depth 値か

ら再構成したカラー画像であり，各画素については，カラ

ー情報だけでなく Depth 情報も保持している．また，マー

カの基準色については，設定を容易に変更できるようマウ

ス操作のみで色相値分布の取得が可能なインタフェース

（図 5）を開発し，予め上限値，及び下限値をしきい値と

して設定している． 

２．４ マーカの位置検出 

本システムにおいては，マーカを検出する測定エリアを

取得画像上に複数配置し，前節で左右判定されたマーカ領

域の対応点を測定エリア内で検出した際に，その位置と時

刻を各測定エリアに対して取得することにより，エリア間

の検出時間差を動作時間として計測する構成とする．また，

任意の部品に対して「取る」，「運ぶ」等の動作の始点，

終点位置を各測定エリアに内包するよう設定することで，

作業全体を構成する各作業工程の単位動作（作業動作）と

して作業時間を計測することが可能である．なお，本稿で

は，図 6 に示すように，作業の構成を 3 つの階層に分け，

作業時間を計測している． 
図 7 に，本システムにおける作業時間計測時の画面を示

す．画面は，マーカの検出状況と測定エリアを表示する映

像表示領域と，作業の進捗状況を示すツリービューから構

成される．また，ツリービューは，作業全体を管理するト

ップノード，作業指示書等の各作業工程を管理するミドル

ノード，及び作業工程において指定する部品や工具等を用

いて正しい位置で作業を行っているかを単位動作として

管理するボトムノードから構成される．映像表示領域の矩

形枠が測定エリアであり，計測を開始すると，マーカの測

定エリアへの侵入を検知することにより，ツリービューに

おけるボトムノードの選択状態が次ノードに遷移する．ま

た，それと同時に，映像表示領域には次の測定エリアを表

示し，次エリアへのマーカの侵入を待機する． 

 
図3 抽出した参照点・対応点の例 

 

 
図4 マーカ領域の判定結果 

 

 

図5 マーカ基準色設定インタフェース 
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測定エリアの設定については，図 8 に示す作業設定画面

においてツリービューのボトムノードを選択すると，映像

表示領域内の該当する検出エリアが強調表示され，エリア

右下をドラッグすることでエリアの大きさを，エリア内を

ドラッグすることでエリアの位置を設定することができ

る．また，ボトムノードを右クリックしてコンテキストメ

ニューを開き，「編集」を選択すると測定エリアに対する

マーカの左右の区分等の各項目を変更することができる．

新規に追加する場合は，「上に挿入」，または「下に挿入」

を選択することで，測定エリアの位置と大きさ，及び各項

目を設定することができる．さらに，各ノードにおいて設

定内容のコピー機能を付加することで，繰り返し行われる

動作等の設定を容易にし，操作性を高めている．なお，作

業設定画面においては，検出可能領域を設定することによ

り，マーカの検出範囲を制限することができる． 

 

３．実験と考察 

３．１ 実験の概要 

本システムの動作を検証するために，図 9 に示す作業台

を実験室に設置し，Kinect を作業台の作業面から 1050mm
の高さに取り付け，表 1 に示す作業工程の順に，PC の組

立作業を模した実験を行った．なお，本研究では，組立作

業を対象に実験を行っているが，本システムの対象作業に

ついては，Kinect を俯瞰可能な位置に設置でき，且つマー

カを装着することが可能な作業であれば，様々な作業に応

用することが可能である． 
実験では，1 人の被験者が組立作業を 10 回試行し，各試

行について作業映像を分析することにより，作業時間を計

測した．各試行間のインターバルは約 1時間以内であるが，

1～3 回目と 4～10 回目については試行日が異なり，7 回目

と 8 回目の間には約 2 時間のインターバルがある． 
作業時間の計測にあたっては，各工程の作業開始時刻を

明確にするために，マーカの初期測定エリアを設定し，各

工程を開始する際には，マーカが初期測定エリア内に入る

よう手を移動させる初期動作を追加した．そのため，各工

程の作業時間は，初期測定エリアにおける検出時刻から，

次工程の初期測定エリアにおける検出時刻までとした．ま

た，各工程における個々の動作についても，測定エリア間

のマーカ検出時刻の差とし，得られた結果を各動作の作業

時間とした． 

３．２ 作業時間の計測 

各測定エリアにおける検出時刻差から求めた作業時間

について，作業全体，作業工程，作業動作の各階層に分け

て集計した．集計結果の可視化例を図 10 に示す． 
同図(a)は，各試行における作業全体の作業時間の推移で

ある．図より，インターバルを挟んだ最初の試行では作業

時間を要しているが，試行を繰り返すに連れて時間が短縮

していく様子が確認できる． 

 

図6 作業の階層構造 

 
図7 作業計測画面 

 

 
図8 作業設定画面 

 

 

図9 実験における作業環境 
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同図(b)は，作業時間が最大・最小の試行（試行 1，試行

7）について，作業時間を工程毎に集計した時の比較結果で

ある．図は，各試行について，左から順に工程 1～10 の作

業時間を表しており，工程 4，及び工程 5 で作業時間が大

きく短縮していることが確認できる． 
同図(c)は，試行 7 の工程 4 における各動作の進捗状況を

示すガントチャートである．各動作に要する作業時間と，

その推移が明確となり，負担の大きい動作等の把握が容易

となる． 
動作単位で作業時間を計測することにより，目的に応じ

た作業状況の可視化が容易となる．作業時間を様々な方法

で可視化することにより，現状の作業に戸惑いやすい手順

が含まれていないか，作業台や部品箱は作業者に対してム

リのない配置となっているか等，作業動作や製品設計を見

直す手掛かりとして重要な情報となり，作業カイゼンの糸

口となる可能性がある．また，作業の負荷量やバラツキに

関する情報は，作業のムラや作業の習熟度を評価するため

の指標として利用できるため，作業トレーニングに本シス

テムを用いることも可能であると考えられる．そのため，

本システムによる作業時間計測は，作業カイゼンを支援し

ていく上で，有用性が高いと判断できる． 

３．３ 作業動作の検出 

IE における動作要素の時間分析手法である PTS 法の一

つに MTM 法があるが，MTM 法で使用される時間単位は

36 ミリ秒である[1]．実験では，10 回の試行に要した作業時

間は 8,481 秒であり，全取得フレーム数は 253,762 フレー

ムであった．そのため，作業時間計測に要した処理時間は

1 フレームあたり 33.4 ミリ秒であり，この値が作業動作の

最大時間分解能に該当する．このことから，本システムに

ついては，十分な処理速度で作業時間を計測することが可

能である言える．なお，実験で使用した PC の主な仕様は，

CPU が Core i7-7700HQ（2.8GHz），メモリが 32GB のラッ

プトップ型パソコンである． 
次に，マーカの検出率を求めた．マーカの検出率につい

ては，マーカにオクルージョンが発生したり，マーカが検

出範囲から逸脱したりして検出できない状況も含まれて

いるが，全取得フレームに対して，左右のマーカが検出さ

れているフレームをそれぞれカウントし，各マーカの検出

率を試算した．結果を表 2 に示す．表より，左のマーカ（黄

色）の検出率は 83.2%，右のマーカ（緑色）は 70.2%であ

った．右のマーカの検出率が左に比べて低いものの，右の

マーカについて検出結果をフレームレートに換算すると，

21.0 フレーム／秒で検出できていると考えられ，時間分解

能としては約 47.6 ミリ秒に相当する．そのため，作業時間

を計測する上では，良好な結果であると考えられる．なお，

左右の差の原因として考えられるのが実験環境における

照明の位置である．天井に設置された蛍光灯が左手の作業

域の真上にあり，右手の作業域と比較して，照明条件が安

定していたと推測している． 
最後に，左右のマーカの平均検出率が最も高かった試行

8 について，検出したマーカ位置を追跡処理した描画結果

を図 11 に示す．検出ミスが若干あるものの，左右の手の

作業域を容易に把握できるため，作業時間計測結果と合わ

せて評価することにより，作業カイゼンを図る上で有益な

情報であると判断できる．なお，図中の検出ミスについて

は，測定エリアにおける検出ミスではないため，作業時間

計測上は特に問題がない． 

 

表1 実験における作業工程表 

 

 

図10 作業時間計測結果の可視化例 
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４．まとめ 

本研究では，作業台の作業面を俯瞰するように設置した

距離画像センサを用いて，作業者の手首に装着した再帰性

反射型マーカを精度良く検出し，特定の領域を通過する際

の時刻を取得することにより，作業時間を動作単位で計測

するシステムを開発した． 
組立作業を模した実験では，計測結果から複数のグラフ

を作成し，作業時間の推移が容易に把握できることを確認

した．また，時間分解能を検証し，約 47.6 ミリ秒間隔で時

間計測が可能であることを確認した． 
今後は，作業現場の要望に応じて，リアルタイムに作業

状況を可視化する作業管理技術を開発する予定である．ま

た，実際の作業現場における実作業でのシステムの検証を

行うとともに，より安定した作業時間計測のために，マー

カの検出精度の向上を検討する予定である．さらに，組立

作業以外の作業についても検証を行い，汎化性能の向上を

目指す予定である． 
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壁面撮影装置を用いた画像統合技術と点検支援システムの研究開発 
 

 生駒 晃大   渡辺 博己   浅井 博次   棚橋 英樹  

鈴村 真宏*   林 忍*   加藤 光章*   江口 真澄*   原田 宣男* 

 

Development of Image Stitching Techniques and Inspection Support 

System using Wall Surface Image Capturing Device 

 

Akihiro IKOMA   Hiroki WATANABE   Hirotsugu ASAI   Hideki TANAHASHI 

Masahiro SUZUMURA*  Shinobu HAYASHI*  Mitsuaki KATO*  Masumi EGUCHI*  Nobuo HARATA* 

 

 あらまし 老朽化が進行する社会インフラ構造物の維持管理手法が様々検討される中，我々は橋梁等のコン

クリート構造物の点検業務を支援するため，カメラを用いた点検支援システムの開発に取り組んでいる． 

 本研究では，昨年度開発したカメラとレーザーポインタを組み合わせた撮影装置により得られた画像を処理

することで，壁面広域の統合画像を生成する技術の開発を行った．また，生成された統合画像を用いた点検業

務を支援するためのソフトウェアの開発も行った．本稿では，統合画像生成までの流れについて述べるととも

に，製作したソフトウェアについて報告する． 

 キーワード 社会インフラ，点検支援システム，画像統合 

 

 

１．はじめに 

道路や橋梁，トンネル等の社会インフラ構造物において，

構造物の老朽化に伴う維持管理への対応が社会的な問題

となっている．特に構造物の点検業務においては，平成26

年の道路法施行規則の改正により，近接目視での損傷箇所

の定期的な点検が義務化された[1]．これら損傷箇所の目視

確認やマーキング，記録作業は全て点検作業員による現場

での作業となるため，作業者への負担も大きく，高所等の

点検の場合には，安全性の確保にも注意が必要となる．さ

らに，現場での記録作業は手書きでのスケッチが基本とな

るため，作業者ごとの判断基準のバラツキも問題となって

いる． 

そこで我々は昨年度より，県内土木建築業の企業と共同

で，橋梁をはじめとするコンクリート構造物の点検業務を

支援するためのシステムの開発に向けた研究に取り組ん

でいる[2]．本研究では，一般的なカメラとレーザーポイン

タを用いた比較的安価で高度な技量を必要としない簡易

な構成での壁面撮影装置を開発する．そして，本装置によ

り得られた画像を処理することで，現場や事務所での点検

作業の効率化や，画像からの定量的な点検が可能なシステ

ムの開発を目標としている． 

 

今年度は，昨年度開発した撮影装置の改良を進めるとと

もに，撮影した画像から点検に使用可能な壁面広域の統合

画像を生成する画像処理技術の開発を行ったので報告す

る．また，生成された統合画像を用いた点検業務を支援す

るためのソフトウェアの開発についても合わせて報告す

る． 

 

２．壁面撮影装置 

２．１ 装置概要 

本研究における点検支援システムでは，比較的小規模な

橋梁等のコンクリート構造物の壁面を点検対象としてい

る．そのため，特殊な計測装置や点検車両を用いない装置

として，カメラと複数のレーザーポインタ，それらを一体

的に固定するための固定装置から構成される壁面撮影装

置を開発した． 

装置で使用するカメラは一般的なデジタルカメラ等で

問題ないが，カメラの総画素数や最大ズーム倍率が大きい

ほど，撮影の際の壁面との距離や一度に撮影可能な範囲を

より大きく確保できる．またレーザーポインタは，撮影さ

れた画像中の壁面を捉えるために３個以上取り付ける必

要があり，本研究では4個のレーザーポインタをカメラを

取り囲むような四隅にそれぞれ配置した． 

 

 * 株式会社 市川工務店 
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２．２ 装置構成の改良 

本撮影装置は，点検現場において人手での持ち運びや撮

影が容易に行えることを特徴の一つとしている．しかし，

昨年度製作した装置（図1(a)）は，スチール製の固定具によ

りカメラやレーザーを固定した際の剛性を重視した作り

であったため，人手での使用には適さない重さやサイズで

あった．そこで，装置構成の見直しや固定具の改良を行っ

た． 

図1(b)が改良後の撮影装置の外観である．剛性を保ちつ

つ，固定具の素材をアルミ製へと変更することで軽量化を

実現した．さらに，昨年度は実験的に3枠合計で12個設置し

ていたレーザーポインタは，精度上必要のない枠を取り除

いた2枠の8個とすることで小型化した．また，使用するレ

ーザーの色は昨年の緑色から赤色へと変更し，取付けには

専用のアダプタを使用することで，固定後にレーザーの微

細な傾きを手動で調整可能な構成とした．レーザーの色を

変更することで，現場での使用の際に問題となっていたレ

ーザーの動作温度範囲を，15～35℃から-10～50℃へと拡張

した． 

図1(c)の装置は，図1(b)の装置による現場での検証実験の

結果をもとにさらに改良を加えたものである．固定具部分

の形状は撮影の際に扱いやすいように改良され，レーザー

ポインタも最終的に使用する枠のみの4個とした． 

２．３ 撮影方法 

実際の現場でカメラを用いて壁面を撮影する際には，壁

面全体を複数の領域に分割し，分割した領域ごとに撮影を

行うのが一般的である．そのため，分割して撮影された画

像を点検作業で利用できるようにするためには，統合処理

等の画像処理を適用することで，壁面全体の統合画像に変

換する必要がある． 

統合処理を容易に行うための撮影方法として，図2(a)に

示すような，壁面に対して正対した状態を保ちつつ，上下

左右に平行移動して撮影する手法が有効である．一方，本

装置を用いた場合には，レーザーポインタがあることによ

り，撮影した画像からのカメラの位置姿勢推定と，その推

定結果を用いて撮影画像を正面から撮影したような画像

へと補正可能なため，図2(b)に示すように固定位置からの

回転による撮影が可能となる．そのため，従来の撮影方法

と比較し，撮影ごとに装置を移動させる必要がないため，

より手間なく容易に撮影が可能である． 

２．４ 大域画像と局所画像 

壁面に発生するひび割れや剥離等の損傷をカメラを用

いて点検する場合，その損傷状態を正確に捉えた画像を撮

影する必要がある．例えば，0.2mm程度の幅のひび割れを

画像から捉えたい場合，撮影する画像の分解能も0.2mm/pix

程度は必要となる．そのため，それだけ細かく壁面を撮影

していかなければならず，広域な壁面全体を高分解能で撮

影し続けることは，本装置を用いた場合であっても負担の

大きい作業となる． 

そこで本研究では，図3に示すように，壁面の広範囲を一

度に撮影する大域的な撮影と，損傷箇所付近のみピンポイ

ントに高分解能で撮影する局所的な撮影の二通りでの撮

影を行った．本撮影方法により，損傷箇所のみ高分解能で

記録していくことで，損傷の有無に関わらず壁面全体を細

かく撮影する場合よりも撮影回数を大幅に削減した．これ

以降は前者の撮影で得られた画像を大域画像，後者の撮影

で得られた画像を局所画像と呼ぶ． 

大域画像と局所画像の利用用途として，大域画像は壁面

全体の状態や特徴を把握する際に使用でき，従来の点検作

業における手書きスケッチの代わりとして利用可能であ

  

(a) 昨年度製作した装置 

  

(b) (a)の改良版 

  

(c) (b)の改良版 

図1 固定装置の外観(正面と背面) 

  

   (a) 従来の撮影       (b) 提案装置での撮影 

図2 撮影方法の比較 

 

図3 大域画像(左側)と局所画像(右側) 
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る．局所画像は個々の損傷状態を細かく把握する際に使用

でき，正確な損傷形状の抽出や計測等を行いたい場合など

に利用可能である． 

２．５ 大域画像の統合における問題 

大域画像の撮影では，壁面の広範囲を一度に捉えるため，

レーザーポインタの照射位置を画像中より抽出すること

が困難となる．輝点座標が抽出できない場合，カメラの位

置姿勢も推定できないため，撮影画像の正面補正やその後

の統合処理も行うことができない． 

そこで大域画像を撮影する際には，図4に示すように，大

域画像(図4(a))を撮影後に，同位置よりカメラの位置姿勢を

変えないまま照射点が画像中に大きく写るようズームし

た画像(図4(b))も合わせて撮影した．これにより，照射点を

ズームして撮影した画像の輝点座標を利用して位置姿勢

の推定を行い，その推定値を壁面大域の画像に適用するこ

とで，大域画像における正面補正を可能とした． 

 

３．撮影画像の処理 

図5に2章で述べた大域及び局所での最終的な撮影画像

のイメージを示す．本章では，これらの撮影画像を用いて

統合画像を生成するまでの画像処理について述べる． 

図6に撮影画像の処理フローを示す．まずはじめの基準

画像と較正画像は，壁面の撮影を開始する前の撮影であり，

後の統合処理の際に必要となるパラメータを抽出する．次

に実際の壁面を撮影する際には，まず大域画像から撮影を

行う．大域画像の撮影とその統合処理により壁面全体を写

した統合画像が生成できれば，その後は生成した画像と実

際の壁面を照らし合わせながら作業を進めることが可能

である．局所画像は損傷箇所ごとに撮影を行うため，損傷

の数や形状により撮影回数は変化する．また，大域及び局

所の統合処理では，図6右側のフローに示すように，撮影し

た画像ごとにカメラ位置姿勢推定を行い，推定された値を

用いた正面補正により画像を変換後に統合処理を行う． 

以降各処理の詳細について順に述べる． 

３．１ 基準画像の撮影 

本装置により撮影された画像からカメラの位置姿勢を

推定し，正面向きの画像へと補正するためには，装置が壁

面に対して正対している状態での各レーザーポインタの

基準となる照射位置を予め取得する必要がある．また，そ

の際の壁面に対する距離情報も合わせて必要となる． 

そこで，点検対象となる壁面の撮影開始前に，図7のよう

にキャリブレーションボードを装置に対して正対させた

状態の基準画像を1枚撮影する．キャリブレーションボー

ドを用いることで，画像中の各照射点の座標値と撮影距離

の情報を同時に取得することが可能である． 

３．２ 較正用画像の撮影 

本装置に固定された各レーザーポインタの光線はカメ

ラ光軸と平行となることが理想である．しかし，実際には

微細な角度のズレが発生してしまうため，撮影装置と壁面

との距離が大きくなるにつれ，ズレの影響により位置姿勢

推定精度が悪化する． 

そこで，基準画像と同様の方法で撮影を行うことで，各

レーザーポインタの微細な傾きを予め算出し，位置姿勢推

定の際に補正値として使用する．較正用画像には撮影距離

の異なる画像が2枚以上必要となるため，撮影装置やボー

ドの位置を前後に変化させながら撮影を行う． 

 

  (a) 壁面大域を撮影    (b) ズームして照射点を撮影 

図4 大域画像の2枚セットでの撮影 

 

図5 撮影画像のイメージ 

損傷(ひび割れ)大域画像（照射点を撮影）

構造物壁面大域画像（大域を撮影） 局所画像

 

図6 撮影画像の処理フロー 

 

図7 キャリブレーションボードを使用した撮影 

開始

基準画像の撮影

較正用画像の撮影

大域画像の撮影

大域画像の統合 局所画像の統合

局所画像の撮影

損傷箇所ごと

損傷箇所の撮影完了

終了

統合処理開始

撮影画像ごとに処理

位置姿勢推定

正面補正

処理終了

統合画像の生成

統合処理終了
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３．３ カメラ位置姿勢推定と正面補正 

壁面の撮影開始前に準備した基準画像と較正用画像か

ら求めたパラメータと，実際に壁面を撮影した画像から求

めたレーザーポインタの照射点の座標値を用いてカメラ

の位置姿勢推定を行う．推定処理の結果として，壁面に対

して正対した状態からのカメラの鉛直方向と水平方向の

回転角度，カメラの光軸方向での壁面との距離の3つのパ

ラメータを得ることができる． 

次に正面補正処理では，推定処理で算出したパラメータ

を使用することで，壁面に対して正面から撮影したような

画像へと変換を行う．変換の際には，推定された角度の分

だけ画像を逆回転させることで正面向きへと変形可能で

ある（図8）．また，撮影距離も同時に推定できているため，

画像を撮影した際のズーム率の情報と合わせることで，正

面変換後の画像のスケールも既知となる． 

３．４ 壁面画像の統合 

最後に，正面補正された複数枚の画像を統合することで

実際の点検作業で利用可能な壁面統合画像を生成する．統

合画像の生成処理フローを図9に示す． 

統合処理は3つのフェーズで構成されている．一つ目の

フェーズでは，正面補正した画像から局所特徴量を抽出し，

他の統合用画像とのマッチングにより，統合の際の各画像

配置や変換用パラメータを決定する．本研究では局所特徴

量としてBRISK[3]を使用し，統合に使用する画像は，同一

のカメラ位置から回転変化のみで撮影された画像である

ことを前提としパラメータを算出した．二つ目のフェーズ

では，画像を統合する際の接合線を決定し接合用マスク画

像を生成する．最後に，三つ目のフェーズでは，ブレンド

処理により実際に合成処理を行うことで統合画像を生成

する．統合処理は大域画像と局所画像で別々に処理し，大

域同士の統合結果を大域統合画像，局所同士の統合結果を

局所統合画像と呼ぶ．図10に生成した大域統合画像の例を

示す． 

 

(a) 壁面に対して左に傾けて撮影 

 

(b) (a)の画像の正面補正後 

 

(c) 壁面に対して上に傾けて撮影 

 

(d) (c)の画像の正面補正後 

図8 撮影画像(大域画像)と正面補正後の画像  

 

図9 壁面統合画像の生成処理フロー 

 

図10 大域統合画像 

正面補正画像

リサイズ

局所特徴量の抽出と
画像間マッチング

統合用カメラ
パラメータの設定

統合用画像
変換パラメータ

リサイズ

画像変換

統合用接合線の決定

統合用マスク画像

画像変換

ブレンド

壁面統合画像
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４．点検支援システム 

４．１ システム概要 

本研究で開発した点検支援システムは，図11に示すよう

に，2章で述べた壁面撮影装置と，3章で述べた壁面統合画

像を生成するための画像処理エンジン，撮影画像や統合画

像を用いて点検作業を行うためのアプリケーションソフ

トウェアから構成される． 

本ソフトウェアはWebブラウザ上で動作するウェブアプ

リケーションであり，ユーザーはPCやタブレット等のイン

ターネットに接続されたクライアント端末からサーバへ

アクセスすることで，ソフトウェアの各種機能やサーバ内

のデータを利用できる．そのため，点検作業者は撮影装置

と合わせてタブレット等の端末を現場に持ち込むことで，

現場で撮影した画像をその場でサーバにアップロードし，

事務所に戻ることなく画像処理エンジンによる処理結果

の確認や編集が可能となる． 

４．２ アプリケーションによる点検支援機能 

サーバ上の本アプリケーションには，画像を用いた現場

や事務所での点検作業を支援するための機能が含まれて

いる．その一つとして，図12に示すように，画像処理によ

り生成された統合画像へのスケッチ機能がある． 

図12(a)は大域統合画像へのスケッチの例であり，従来の

点検作業における損傷位置の全体マップへのスケッチを

紙ではなく，統合した画像上に直接書き込むことができる．

本機能により，従来の手書きスケッチによるあいまいな記

録作業に対し，画像を参考にしながらより正確に損傷位置

を書き込むことが可能である．また，現場での作業を終え，

事務所に戻ってからの点検記録の電子データ化の作業は

必要なくなるため，作業時間の短縮も可能である． 

図12(b)は局所統合画像へのスケッチの例である．損傷箇

所を詳細に確認できるため，ひび割れ位置を正確にトレー

スし，現場での計測結果を記録する際などに有効である．

また，画像のスケールは既知なため，画像中の損傷位置を

指定すれば，損傷形状や大きさを画像から計測することも

可能である． 

 

５．まとめ 

本研究では，社会インフラ構造物の維持管理に関する問

題解決に向け，コンクリート構造物の壁面の点検作業を対

象とした点検支援システムの開発を行った．本システムは，

カメラとレーザーポインタを用いた壁面撮影装置と，本装

置により撮影された画像から壁面統合画像を生成するた

めの画像処理，生成された画像を用いて点検を行うための

ウェブアプリケーションで構成されている． 

壁面撮影装置は，昨年度製作した装置の改良により小型

化と軽量化を実現した．壁面の統合画像の生成では，二通

りの撮影方法により撮影された大域画像と局所画像に対

し，使用用途の異なる統合画像をそれぞれ生成することで，

壁面全体を詳細に撮影することなく点検作業に使用可能

な統合画像の生成を実現した．ウェブアプリケーションで

は，生成された統合画像を活用した点検作業を行うための

点検支援機能を実装することで，現場や事務所での作業の

効率化を実現した． 

今後は，本点検支援システムの有効性を検証するため，

従来の点検作業に本システムを導入した場合の効率的な

作業方法や，その際に作業負担がどの程度軽減されたかを

検証する必要がある．また，点検支援システム全体の汎用

性や使い勝手を向上させるため，画像処理による統合精度

の向上やアプリケーション機能の改良を行う．特に，画像

処理による統合された画像からの損傷候補の自動抽出や，

その損傷形状の自動計測を実現するための技術について

検討する． 

 

 

 

(a) 大域統合画像へのエディット 

 

(b) 局所統合画像へのエディット 

図12 スケッチ機能による統合画像編集画面 

 

図11 点検支援システムの構成 

ユーザー

クライアント サーバ

撮影装置 撮影データ

Webブラウザ
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重負荷作業を解消する直感操作型運搬補助システムの開発（第３報） 

坂東 直行 山田 俊郎 

Development of an intuitive operation type transport assist system 

for eliminating heavy load work(3rd Report) 

Naoyuki BANDO Toshio YAMADA 

 あらまし 画一的な操作感であった従来のホイストに対し，自在に操作している感覚を与えられるインタフ

ェースを開発することを目的に研究を行った． 

作業内容に応じて適切なインタフェースは変わるという考えのもと，４つのインタフェースを開発し，これ

らをシームレスに使えることを示した．また，荷物に直接力を与えることで操作可能なこと，動作時の衝撃を

抑えた操作が可能なことを示した． 

これにより，本研究でねらいとした操作感が得られるものと期待できる． 

キーワード ホイスト，インタフェース，無線通信

１．はじめに 

本研究では，荷揚げ荷降ろし作業に着目し，身体に対

する負荷の軽減を図るため，荷の重量を機械が負いつつ，

かつ，作業性を損なわないよう直感的な操作ができるシ

ステムの開発を目指している．シンプルな解としてホイ

ストを改良することとし，これまでに巻き上げ機の本体

構造を見直して電磁ブレーキなしに機能する動力伝達機

構を開発した（図1）．これによりスムーズな動き出しが

可能となった． 

今年度は，操作者による操作入力を検知し，巻き上げ

機本体を動かす信号に変換するインタフェースを開発し

たので報告する． 

２．開発したインタフェース 

本研究では４種類のインタフェースを開発した．以下

に概要を示す． 

２．１ スライドインタフェース 

図2はスライドインタフェースと呼ぶユニットで，荷物

を吊るチェーンに固定し，スライダを上下に操作するこ

とでチェーンの巻き上げ・繰り出しを制御できるように

するものである．スライド量に応じて無段階に速度をコ

ントロールできる．また，操作者がスライダをある空間

高さに固定したらチェーンがそこまで繰り出されて止ま

るため，自在に高さコントロールができる．なお，スラ

イダの一部はボディから突き出している．この部分は，

操作者がコントロールを誤り，チェーンを巻き上げすぎ

図2 スライドインタフェース 

スライダ

ボディ 

無線通信モジュール 

図1 開発した巻き上げ機本体 

内蔵無線通信モジュール ＤＣモータ 

チェーン繰り出し口コントローラ

減速機 
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た際にそれを検知できるようにするため，巻き上げ機等

に接触するよう設けている．よって，スライドインタフ

ェースは安全装置としても働く． 

２．２ フェーダインタフェース 

図3はフェーダインタフェースと呼ぶユニットで，ワイ

パーをスライドガイドに従って滑らせた量に応じてチェ

ーンの巻き上げ・繰り出しを制御するものである．ガイ

ド横のボタンはモード切替スイッチとなっており，速度

制御もしくは位置制御を選択できる． 

速度制御モードでは，ワイパーは内蔵モータによって

スライドガイド中央に位置決めされる．操作者はモータ

による位置決め制御がなされているワイパーをスライド

させるため，操作反力を感じることができ，そこから速

度と操作量の関係を推察できる． 

位置制御モードでは，ワイパー位置はチェーンの繰り

出し量と対応付けられる．スライドガイドの長さに対し，

適当なゲインを乗じた長さだけチェーンは動く．ゲイン

はモード切替スイッチの下にあるボリュームで調整でき

る．ワイパーは現在のチェーンの繰り出し長さに対応す

るスライドガイド上の位置に内蔵モータによって位置決

めされる．操作者はモータによる位置決めがなされてい

るワイパーを動かし目標繰り出し量を指定する．その目

標量となるようチェーンは繰り出され，目標量と現時点

の繰り出し量との間にギャップがある間，操作者には反

力が返る．チェーンの繰り出し量が目標量と一致したと

き反力はゼロとなり，ここから操作者は繰り出し量が指

定した量になったことを知ることができる． 

２．３ フォースインタフェース 

図4はフォースインタフェースと呼ぶユニットで，内蔵

する荷重センサにより外力を検出してチェーンの巻き上

げ・繰り出しを制御するものである． 

荷物を吊り下げ，静止した状態でセットスイッチを押

すと，その時点の荷重センサの出力をゼロとし，そこか

らの外力の変化によって繰り出し速度を制御する．これ

により操作者は荷物に直接触れて力を加えた方向に動か

すことができ，インタフェースの存在を意識することな

く作業することができる． 

２．４ ボタンインタフェース 

図5はボタンインタフェースを呼ぶユニットで，従来ホ

イストの吊り下げ式ボタンコントローラを無線式にした

ものである．ボタンで操作する方式のため，速度は一定

速であるが，本体から離れた位置からでも操作すること

ができる． 

本研究では，直感的操作のできるインタフェースの開

発を目的としているが，作業内容によっては直感性より

も単純さが求められるシーンもありうると想定される．

ボタンインタフェースを用意したのは，直感性を必要と

するシーンではそれに適うインタフェースを，単純さが

求められるときはボタンインタフェースを使うなど，状

況に応じて使い分けられるようにし，作業全体での操作

感の向上を狙ったためである． 

これらのインタフェースと巻き上げ機本体との間では，

IEEE802.15.4規格に準じた無線によって通信を行ってお

り，Wi-Fi等のように起動後コネクション確立まで待たさ

れることなく，即時使うことが可能である． 

３．操作の特徴 

３．１ シームレスな操作 

前述したインタフェースは個々に機能するとともに，

同時利用もできる． 

図6に各インタフェース操作に基づく制御信号，実際に

図4 フォースインタフェース 

図5 ボタンインタフェース 

セットスイッチ

内蔵荷重センサ 

内蔵無線通信モジュール 

内蔵無線通信モジュール 

図3 フェーダインタフェース 

ワイパー

スライドガイド

モード切替スイッチ

ボリューム 

内蔵モータ 

内蔵無線通信モジュール 
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用いられた制御信号およびチェーンの繰り出し量を示す．

横軸は時間[sec.]を表し，縦軸の制御信号は巻き上げ機の

最大出力を１とした単位で表しており，符号＋は巻き上

げ動作，符号－は繰り出し動作を表す．チェーンの繰り

出し量は＋の場合は繰り出し，－の場合は巻き上げを表

す． 

各インタフェースには優先度が設けられており，スラ

イドインタフェース，フォースインタフェース，ボタン

インタフェース，フェーダインタフェースの順になって

いる．例えば，フェーダインタフェースが入力されてい

る状態で，フォースインタフェースが操作されると，本

体制御信号もフォースインタフェースによるものに直ち

に切り替わり，操作がなくなるとフェーダインタフェー

スによるものに戻る．

これにより，操作内容に応じて，最も使いやすいイン

タフェースを選んで適時切り替えながら即操作すること

ができる． 

３．２ 荷物をもった操作 

図7にフォースコントローラを使った操作の事例を示

す．ここでは長尺物の両端を人が持つ状況を想定し，そ

のうち一人を本システムに置き換え，一人で操作できる

かを試している． 

図8に示すように，荷物自体に力を加えることでチェー

ンの繰り出し動作を制御できており，インタフェースに

手が届かない場合や，荷物から手を離せない場合でも本

システムは機能することがわかる．

３．３ 衝撃の少ない操作 

従来のホイストはボタン入力があるとモータ出力を最

大にして動き出そうとする．その際荷物には衝撃が働く．

図8 フォースインタフェースによる 

長尺物の操作結果 
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図7 フォースインタフェースによる 

操作例（長尺物の昇降動作） 

ホイストの操作力

フォースインタフェース

本システム 
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b) 本システムを使った動作 

図6 インタフェースを同時操作したときの動作 
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対して，本システムは無段階の速度制御を行うため，衝

撃は軽減されると期待できる． 

図9に市販の従来ホイストと本システムの操作入力，チ

ェーン繰り出し量および荷に作用した下向きを正とする

鉛直方向の加速度を示す．ここでは，荷を既定の高さに

揚げる操作を想定し，初期状態から300mmの高さになる

よう可能な範囲で精密に操作しようとした結果である．

従来ホイストはボタンを非連続に操作して高さ調整を試

みるが，精密な高さ調整は難しく，また動き出し時の加

速度が大きいことがわかる．対して本システムでは加速

度の変化は抑えられており，衝撃が従来ホイストより軽

減されていることがわかる． 

４．まとめ 

本研究の主題は，画一的な操作感であった従来のホイ

ストに対し，自在に操作している感覚を与えられるイン

タフェースを開発することにある．

そこで，作業内容に応じて適切なインタフェースは変

わるという考えのもと，４つのインタフェースを開発し，

これらをシームレスに使えることを示した．また，荷物

に直接力を与えることで操作可能なこと，動作時の衝撃

を抑えた操作が可能なことを示した． 

以上により，本研究でねらいとした操作感を得られる

ものと期待できる． 
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図9 ホイストを用いた荷揚げ動作 

b) 本システム a) 従来ホイスト 

岐阜県情報技術研究所研究報告 第20号

－61－



岐阜県情報技術研究所研究報告 第 20号 平成 30年度 

発行 

編集発行所 

令和元年 12月 

岐阜県産業技術総合センター 

岐阜県関市小瀬 1288 

TEL: 0575-22-0147 

FAX: 0575-24-6976 

http://www.gitec.rd.pref.gifu.lg.jp 


	空白ページ
	空白ページ
	空白ページ
	空白ページ
	
	横山　哲也
	Tetsuya YOKOYAMA

	
	山田　俊郎　　　坂東　直行　　　浅井　博次
	成瀬　哲哉　　　生駒　晃大　　　多田　憲生*
	Toshio YAMADA　　Naoyuki BANDO　　Hirotsugu ASAI
	Tetsuya NARUSE　　Akihiro IKOMA　 　Norio TADA*

	
	横山　哲也
	Tetsuya YOKOYAMA

	
	横山　哲也
	Tetsuya YOKOYAMA

	
	窪田　直樹　　　渡辺　博己
	Naoki KUBOTA   Hiroki WATANABE

	
	窪田　直樹　　　渡辺　博己
	Naoki KUBOTA   Hiroki WATANABE

	
	坂東　直行　　　山田　俊郎
	Naoyuki BANDO   Toshio YAMADA

	
	渡辺　博己　　　浅井　博次　　　生駒　晃大　　　棚橋　英樹
	Hiroki WATANABE   Hirotsugu ASAI   Akihiro IKOMA   Hideki TANAHASHI

	
	横山　哲也
	Tetsuya YOKOYAMA

	
	成瀬 哲哉   横山 哲也
	Tetsuya NARUSE   Tetsuya YOKOYAMA

	
	山田　俊郎　　　坂東　直行　　　浅井　博次
	成瀬　哲哉　　　生駒　晃大　　　多田　憲生*
	Toshio YAMADA　　Naoyuki BANDO　　Hirotsugu ASAI
	Tetsuya NARUSE　　Akihiro IKOMA　 　Norio TADA*

	
	久冨　茂樹　　　藤井　勝敏　　　窪田　直樹
	Shigeki KUDOMI   Katsutoshi FUJII   Naoki KUBOTA

	
	窪田　直樹　　　渡辺　博己
	Naoki KUBOTA   Hiroki WATANABE

	
	横山　哲也
	Tetsuya YOKOYAMA

	
	窪田　直樹　　　渡辺　博己
	Naoki KUBOTA   Hiroki WATANABE




